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 地方公営企業法第３０条第２項の規定により審査に付された令和元年度三島市公営

企業会計（三島市水道事業会計、三島市下水道事業会計）決算書及び関係証拠書類を審

査したので、その結果に基づく意見書を次のとおり提出します。 
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令和元年度  三島市公営企業会計決算審査意見書 

 

第１ 審 査 の 対 象 

   令和元年度 三島市水道事業会計決算 

   令和元年度 三島市下水道事業会計決算 

 

第２ 審 査 の 期 間 

   令和２年５月１８日から令和２年７月２日まで 

 

第３ 審 査 の 方 法 

   決算審査に当たっては、市長から提出された決算書類が事業の経営成績及び財政状態を適正

に表示しているかどうかを検証するため、会計諸帳簿、証拠書類との照合等のほか、関係職員の

説明を聴取するとともに、例月出納検査及び定期監査の結果も参考にして、経営内容を把握す

るため計数の分析等を行い、経済性の発揮及び公共の福祉の増進に寄与しているかどうかにつ

いて考察した。 

なお、貯蔵品については実地棚卸に立ち会った。 

   

第４ 審 査 の 結 果 

   審査に付された決算諸表は、いずれも関係法令に準拠して作成されており、その計数は正確

であり、経営成績及び財政状態を適正に表示しているものと認める。 

以下、審査の状況及び意見については、次のとおりである。 

 

 

注１ 文中に用いる表示は次による。 

(1)  金額の単位は、別表の数字を除き、文中及び表中の金額は原則として「千

円単位」で表示し、単位未満は四捨五入したが、端数整理のため資料等の金

額と異なる場合がある。 

(2)  比率（％）は、原則として小数点以下第 2 位を四捨五入し、第１位までと

した。ただし、99.95％以上 100％未満のものは 99.9％とした。 

(3)  減数又は負数は、「△」で表示した。 

(4) 比率間の比較は、「ポイント」で表示した。 

(5)  執行率は予算現額に対する収入済額・支出済額の割合である。 

注２ 意見書中、予算の執行状況は消費税込の表示で、経営状況及び財政状態は消

費税抜の表示である。 

注３ 意見書中、「全国平均」の各指標は、総務省編『水道事業経営指標』及び『下

水道事業経営指標』の数値で、「県下平均」の各指標は、静岡県経営管理部市

町行財政課編『市町財政の状況』の数値である。 

 



 

 

 

 

 

 

三 島 市 水 道 事 業 会 計 
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水道事業会計 

第１ 水道事業の概要 

１ 業務実績について 

（1）業務の普及状況は、次のとおりである。（簡易水道事業を除く。） 

 

本年度末の行政区域内人口は、109,205 人で、平成 30 年度（以下「前年度」という。）末

の 109,965 人と比較して 760 人、給水人口は 106,021 人で、前年度の 106,730 人と比較して

709 人、それぞれ減少している。 

また、普及率は 97.1％で、前年度と同率である。 

給水件数は 47,774 件で、前年度の 47,556 件と比較して 218 件増加している。 

有収水量は 12,123 千㎥で、前年度の 12,366 千㎥と比較して 243 千㎥減少し、有収率は

81.1％で、前年度に比べ 0.2 ポイント低下した。 

 

（2）総配水量に対する有効水量及び無効水量の状況は、次のとおりである。（簡易水道事業を

除く。） 

 

区　　　分 単位 令和元年度 平成30年度 比較増減 増減率(%)

行 政 区 域内 人口 Ａ 人 109,205 109,965 △760 △ 0.7

給 水 人 口 Ｂ 人 106,021 106,730 △709 △ 0.7

普 及 率 Ｂ/Ａ ％ 97.1 97.1 0.0 －

給 水 件 数 件 47,774 47,556 218 0.5

総 配 水 量 千㎥ 14,945 15,201 △256 △ 1.7

１人１日平均配水量 ㍑ 385 390 △5 △ 1.3

有 収 水 量 千㎥ 12,123 12,366 △243 △ 2.0

有 収 率 ％ 81.1 81.3 △0.2 －

平成30年度
県下平均有収率

％ 84.7

平成30年度
全国平均有収率

％ 88.9

参
考

※全国平均は、給水人口10万人以上15万人
未満の都市の平均（以下同じ。）

令和元年度 構成比 平成30年度 構成比 比較増減 増減率

14,945 100.0 15,201 100.0 △256 △ 1.7

有収率 有収率

81.1 81.3

無収水量 373 2.5 376 2.5 △3 △ 0.8

計 12,496 83.6 12,742 83.8 △246 △ 1.9

2,449 16.4 2,459 16.2 △10 △ 0.4

（単位：千㎥，％）

総配水量

区　　　分

無効水量

有効水量

有収水量 12,123 12,366 △243 △ 2.0
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本年度末の総配水量は 14,945 千㎥で、前年度の 15,201 千㎥と比較して 256 千㎥（1.7％）

減少している。このうち、収入の対象となる有収水量は 12,123 千㎥で、前年度に比べ 243 千

㎥（2.0％）減少している。 

総配水量の内訳は、伊豆島田浄水場 8,924 千㎥（構成比 59.7％、前年度構成比 59.3％）、

県水受水分 6,021 千㎥（構成比 40.3％、前年度構成比 40.7％）となっている。 

 

（3）簡易水道の業務の普及状況は、次のとおりである。 

(ｱ)山中簡易水道 

   

(ｲ) 佐野見晴台簡易水道 

 

 

２ 建設改良事業の執行状況 

（1）建設改良事業の執行状況は、次のとおりである。 

 

単位 令和元年度 平成30年度 比較増減 増減率(%)

件 49 47 2 4.3

人 180 186 △6 △ 3.2

㎥ 27,290 32,099 △4,809 △ 15.0

㎥ 26,526 31,438 △4,912 △ 15.6

％ 97.2 97.9 △0.7 －

区　　　分

総 配 水 量

有 収 水 量

有  収  率

給 水 件 数

給 水 人 口

単位 令和元年度 平成30年度 比較増減 増減率(%)

件 996 991 5 0.5

人 2,962 3,006 △44 △ 1.5

㎥ 292,153 287,709 4,444 1.5

㎥ 279,212 283,554 △4,342 △ 1.5

％ 95.6 98.6 △3.0 －有  収  率

区　　　分

給 水 件 数

給 水 人 口

総 配 水 量

有 収 水 量

区　　　分 計　　画 実　　施 執行率

配 水 管 延 長 工 事 費 958,759 866,256 90.4

うち前年度繰越分 54,893 54,893 100.0

配水管新設工事施工延長（ｍ） 50.0 0.0 0.0

老朽管布設替工事延長（ｍ） 6,030.0 6,027.2 99.9

簡 易 水 道 建 設 費 20,000 4,840 24.2

営 業 設 備 費 2,479 1,388 56.0

計 981,238 872,484 88.9

（単位：千円，％）
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建設改良事業の配水管延長工事費は計画（予算額）に対する執行率は 90.4％で、都市計画

道路谷田幸原線ほか・配水支管布設工事 2,813 千円（施行延長 69.4ｍ）を翌年度に繰り越し

ている。また、翌年度繰越工事１件を除いた工事請負費の内訳は老朽管布設替工事 12 件、消

火栓設置工事 1件、水道施設維持管理等工事 2件、水道施設耐震化工事 1件である。 

 

３ 施設の稼動状況について 

 

1 日配水能力は、伊豆島田浄水場 48,000 ㎥、県水受水分 30,000 ㎥、計 78,000 ㎥で、前年

度と同量である。 

これに対する 1日平均配水量は 40,834 ㎥で、前年度に比べ 814 ㎥（2.0％）、1日最大配水

量は 43,280 ㎥で、前年度に比べ 2,735 ㎥(5.9%)それぞれ減少している。 

最大稼働率は 55.5％で、前年度に比べ 3.5 ポイント、施設利用率は 52.4％で、前年度に比

べ 1.0 ポイントそれぞれ低下し、負荷率は 94.3％で前年度に比べ 3.8 ポイント上昇してい

る。 

 

※施設利用率 

1 日配水能力に対する 1 日平均配水量の比率。施設の利用が有効かつ適切に行われているかをみる。 

この比率が高いことは、施設の規模が適正であり施設が効率よく稼働していることを示す。 

※負 荷 率 

1 日最大配水量に対する 1 日平均配水量の比率。施設が年間を通して有効に利用されているかをみる。 

この比率が高いほど施設の使用効率はよい。 

※最大稼働率 

1 日配水能力に対する 1 日最大配水量の比率。施設の利用及び投資の適正化をみる。 

この比率が高いことは、一般に施設能力の設定が水需要に照らし適正になされていることを示す。 

 

(1) 施設の稼働状況は、次のとおりである。（簡易水道事業を除く。）

単位 令和元年度 平成30年度 比較増減 増減率(%)

1 日 最 大 配 水 量 Ａ ㎥ 43,280 46,015 △2,735 △ 5.9

1 日 平 均 配 水 量 Ｂ ㎥ 40,834 41,648 △814 △ 2.0

1 日 配 水 能 力 Ｃ ㎥ 78,000 78,000 0 0.0

施 設 利 用 率 Ｂ/Ｃ ％ 52.4 53.4 △1.0 －

負 荷 率 Ｂ/Ａ ％ 94.3 90.5 3.8 －

最 大 稼 働 率 Ａ/Ｃ ％ 55.5 59.0 △3.5 －

区　　　分
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第２ 予算の執行状況 

１ 収益的収支の状況 

 

２ 資本的収支の状況 

 

資本的収入の決算額は 482,335 千円で、予算に対する執行率は 99.6％となっていた。 

前年度に比べ 88,376 千円（22.4％）増加していた。これは主に、水道施設耐震化事業のた

めに地方公共団体金融機構からの借入により、企業債 455,000 千円が前年度に比べ 95,000 千

円（26.4％）増加したことによる。 

　（1）収益的収入の執行状況は、次のとおりである。

科　　　目 予算額 決算額 執行率 前年度決算額 比較増減 増減率

1,694,923 1,684,081 99.4 1,708,257 △ 24,176 △ 1.4

営 業 収 益 1,592,015 1,583,952 99.5 1,607,265 △ 23,313 △ 1.5

（ う ち 水 道 料 金） 1,579,383 1,574,638 99.7 1,596,456 △ 21,818 △ 1.4

営 業 外 収 益 102,908 99,792 97.0 99,910 △ 118 △ 0.1

特 別 利 益 0 337 － 1,082 △ 745 △ 68.9

　（2）収益的支出の執行状況は、次のとおりである。

科　　　目 予算額 決算額 執行率 前年度決算額 比較増減 増減率

1,456,606 1,342,925 92.2 1,329,004 13,921 1.0

営 業 費 用 1,368,976 1,286,857 94.0 1,267,829 19,028 1.5

営 業 外 費 用 79,630 56,068 70.4 61,175 △ 5,107 △ 8.3

特 別 損 失 0 0 － 0 0 －

予 備 費 8,000 0 － 0 0 －

水 道 事 業 収 益

（単位：千円，％）

（単位：千円，％）

水 道 事 業 費 用

　（1）資本的収入の執行状況は、次のとおりである。

科　　　目 予算額 決算額 執行率 前年度決算額 比較増減 増減率

484,343 482,335 99.6 393,959 88,376 22.4

企 業 債 455,000 455,000 100.0 360,000 95,000 26.4

固定資産売却代金 1 0 － 0 0 －

県 支 出 金 20,191 20,191 100.0 20,000 191 1.0

工 事 負 担 金 9,150 7,144 78.1 13,959 △ 6,815 △ 48.8

寄 附 金 1 0 － 0 0 －

資 本 的 収 入

（単位：千円，％）
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資本的支出の決算額は 1,045,252 千円で、予算に対する執行率は 90.6％となっていた。 

建設改良費において、都市計画道路谷田幸原線ほか・配水支管布設工事 2,813 千円を地方

公営企業法第 26 条第 1項の規定により繰り越している。 

企業債償還金は 172,768 千円で地方公共団体金融機構等への元金償還金である。 

なお、最近 5か年の借入額、償還額及び未償還残高の推移は次のとおりである。 

 

 

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 562,917 千円は、過年度分消費税及び地方消費

税資本的収支調整額 2,805 千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 68,007 千

円、減債積立金 64,700 千円、建設改良積立金 64,865 千円および過年度分損益勘定留保資金

362,540 千円で補てんされている。 

 

３ その他予算の執行状況 

（1）予算に定めた限度額等 

債務負担行為に係る契約は予算に定めた事項、限度額及び期間の範囲内で締結された。 

企業債の本年度同意額は 455,000 千円で、予算に定めた限度額 455,000 千円であり、起債

の目的､方法､利率及び償還の方法も予算に沿って執行されていた。 

予算に定めた一時借入金の限度額は 400,000 千円であったが、一時借入金はなかった。 

予算に定めた予定支出の各項の経費の金額の流用及び議会の議決を経なければ流用するこ

とができない経費についての流用はなかった。 

棚卸資産の購入限度額は 37,566 千円で、購入額は 28,618 千円であり予算の範囲内で執行

されていた。 

 

 

　（2）資本的支出の執行状況は、次のとおりである。

科　　　目 予算額 決算額 執行率 前年度決算額 比較増減 増減率

1,154,007 1,045,252 90.6 897,665 147,587 16.4

建 設 改 良 費 981,238 872,484 88.9 736,656 135,828 18.4

企 業 債 償 還 金 172,769 172,768 99.9 161,009 11,759 7.3

（単位：千円，％）

資 本 的 支 出

（単位：千円）

元金 利子

H27 150,000 131,313 61,275 3,288,334

H28 120,000 140,422 59,208 3,267,912

H29 529,600 149,879 57,375 3,647,633

H30 360,000 161,009 56,904 3,846,624

R1 455,000 172,768 55,332 4,128,856

償還額
年度 借入額 未償還残高
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第３ 経営状況 

１ 経営成績は次のとおりである。 

 

※「別表第２ 水道事業会計比較損益計算書」参照 

 

本年度の経営成績は、総収益 1,554,416 千円に対し総費用は 1,282,690 千円で、差引き

271,726 千円の純利益となっており、前年度に比べ利益が 38,415 千円（12.4％）減少してい

る。 

営業収益は 1,457,990 千円で、前年度に比べ 30,644 千円（2.1％）減少している。これは

主に、給水収益 1,449,120 千円が、前年度に比べ 29,080 千円（2.0％）減少したことによ

る。 

営業外収益は 96,088 千円で、前年度に比べ 1,600 千円（1.7％）増加している。これは主

に、長期前受金戻入 41,095 千円が、前年度に比べ 1,329 千円（3.1％）減少したものの、そ

の他雑収益である量水器再生入庫分の増等により、雑収益 21,635 千円が前年度に比べ 2,709

千円（14.3％）増加したことによる。 

特別利益は 338 千円で、賞与引当金戻入益 278 千円と法定福利費引当金戻入益 60 千円で

ある。 

営業費用は 1,226,668 千円で、前年度に比べ 13,718 千円（1.1％）増加している。これは

主に、高区配水場配水池築造工事等の更新等に伴う有形固定資産除却費の 12,806 千円増、水

令和元年度 平成30年度 比較増減 増減率

総　収　益 1,554,416 1,584,204 △29,788 △ 1.9

経常収益 1,554,078 1,583,122 △29,044 △ 1.8

営業収益 1,457,990 1,488,634 △30,644 △ 2.1

営業外収益 96,088 94,488 1,600 1.7

特別利益 338 1,082 △744 △ 68.8

総　費　用 1,282,690 1,274,063 8,627 0.7

経常費用 1,282,690 1,274,063 8,627 0.7

営業費用 1,226,668 1,212,950 13,718 1.1

営業外費用 56,022 61,113 △5,091 △ 8.3

特別損失 0 0 0 －

271,388 309,059 △37,671 △ 12.2

271,726 310,141 △38,415 △ 12.4

（単位：千円，％）

経常損益（経常収益―経常費用）

純損益（総収益―総費用）

区　　　分
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道管路等情報管理システム機器更新に伴う無形固定資産除却費の 1,352 千円皆増により、資

産減耗費 15,343 千円が前年度に比べ 14,158 千円（1,194.7％）増加したことによる。 

営業外費用は 56,022 千円で、前年度に比べ 5,091 千円（8.3％）減少している。これは主

に、前年度まで繰延勘定として整理されていた費用の償却が終了し、繰延勘定償却 3,316 千

円が皆減したことによる。 
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２ １㎥当たりの供給単価及び給水原価は、次のとおりである。 

 

 

 

１㎥あたりの供給単価は 116 円 60 銭で、給水原価は 99円 80 銭であり、前年度に比べ供給

単価は 3銭、給水原価は 2円 91 銭それぞれ上がっている。この結果、１㎥当たりの給水損益

は 16 円 80 銭の利益となり、前年度に比べ 2円 88 銭減少している。 

  

（単位：円）

令和元年度 平成30年度 比較増減

　供 給 単 価  Ａ 116.60 116.57 0.03

　給 水 原 価  Ｂ 99.80 96.89 2.91

職 員 給 与 費 7.80 7.80 0.00

支 払 利 息 4.45 4.49 △0.04

減 価 償 却 費 32.53 31.58 0.95

動 力 費 6.37 6.21 0.16

県 水 受 水 費 29.47 28.89 0.58

そ の 他 19.18 17.92 1.26

　給水損益Ａ-Ｂ 16.80 19.68 △2.88

『参考』　平成30年度　全国平均
　　　　　供給単価168円88銭、　給水原価159円22銭、　給水益9円66銭

区　　分

内
　
訳

給水収益

有収水量

給水費用（除　受託工事費・材料売却・長期前受金戻入）

有収水量
供給単価＝ 給水原価＝

供給単価 

給水原価 
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３ 財政状態を示す貸借対照表は次のとおりである。 

 
（1）資産 

資産は 13,826,632 千円で、前年度に比べ 832,838 千円（6.4％）増加している。 

固定資産は 11,767,219 千円で、前年度に比べ 387,053 千円（3.4％）増加している。 

有形固定資産は、高区配水場配水池築造工事等の更新に伴い、当年度増加額は 1,255,362

千円、減少額は 601,601 千円で、年度末現在高は 21,743,673 千円となり、当年度減価償却累

計額 9,985,750 千円を差し引いた年度末償却未済高は 11,757,923 千円となった。 

流動資産は 2,059,413 千円で、前年度に比べ 445,785 千円（27.6％）増加している。これ

令和元年度 平成30年度 比較増減 増減率

資　　産 13,826,632 12,993,794 832,838 6.4

11,767,219 11,380,166 387,053 3.4

有形固定資産 11,757,923 11,374,922 383,001 3.4

無形固定資産 9,296 5,244 4,052 77.3

2,059,413 1,613,628 445,785 27.6

現金預金 1,851,842 1,385,029 466,813 33.7

未収金 193,231 211,920 △18,689 △8.8

貯蔵品 14,320 13,992 328 2.3

その他流動資産 20 2,687 △2,667 △99.3

13,826,632 12,993,794 832,838 6.4

5,645,440 5,084,328 561,112 11.0

固定負債 3,948,293 3,676,270 272,023 7.4

企業債 3,947,375 3,673,856 273,519 7.4

引当金 918 663 255 38.5

その他固定負債 0 1,751 △1,751 皆減

流動負債 832,288 529,439 302,849 57.2

企業債 181,481 172,768 8,713 5.0

未払金 584,289 251,831 332,458 132.0

引当金 12,747 55,693 △42,946 △77.1

その他流動負債 53,771 49,147 4,624 9.4

繰延収益 864,859 878,619 △13,760 △1.6

長期前受金 864,859 878,619 △13,760 △1.6

8,181,192 7,909,466 271,726 3.4

資 本 金 6,693,853 6,616,699 77,154 1.2

資本金 6,693,853 6,616,699 77,154 1.2

剰 余 金 1,487,339 1,292,767 194,572 15.1

資本剰余金 349,769 349,769 0 0.0

利益剰余金 1,137,570 942,998 194,572 20.6

（単位：千円，％）

科　　目

負　　債

資　　本

負債及び資本

流動資産

固定資産



12 

は主に、現金預金が前年度に比べ 466,813 千円（33.7％）増加したことによる。 

 

（2）負債及び資本 

本年度末の負債は 5,645,440 千円で、前年度に比べ 561,112 千円（11.0％）増加している。 

固定負債は 3,948,293 千円で、前年度に比べ 272,023 千円（7.4％）増加している。これは

企業債が増加したためである。 

流動負債は 832,288 千円で、前年度に比べ 302,849 千円（57.2％）増加している。これは主

に高区配水場配水池築造工事精算金等の未払金が増加したためである。未払金 584,289 千円に

ついては令和 2年 4月末日までに全額支払済となっていた。 

繰延収益は 864,859 千円で、前年度に比べ 13,760 千円（1.6％）減少している。 

資本は 8,181,192 千円で、前年度に比べ 271,726 千円（3.4％）増加している。これは主に

利益剰余金 1,137,570 千円が、前年度に比べ 194,572 千円（20.6％）増加したことによる。 

その内訳は次のとおりである。 

 

利益剰余金のうち減債積立金 382,918 千円が、前年度に比べ 85,300 千円（28.7％）、建設

改良積立金 348,667 千円が、前年度に比べ 95,276 千円（37.6％）、増加している。 

 

（3）経営分析の主な指標は、「別表第５ 経営分析表」のとおりである。 

 

令和元年度 平成30年度 比較増減 増減率

利益剰余金 1,137,570 942,998 194,572 20.6

減債積立金 382,918 297,618 85,300 28.7

建設改良積立金 348,667 253,391 95,276 37.6

未処分利益剰余金 405,985 391,989 13,996 3.6

（単位：千円，％）

区　　　分
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４ 資金の増減は、次のとおりである。（キャッシュ・フロー計算書）  

 

 

業務活動により増加した資金は 963,575 千円、投資活動により減少した資金は 778,994 千円

で、財務活動により増加した資金は 282,232 千円となっている。 

これにより、水道事業会計の資金は前年度に比べ 466,813 千円の増加となり、資金期末残高

は 1,851,842 千円となっている。 

  

令和元年度 平成30年度 比較増減

(通常の業務活動の実施による資金の増減)

(将来に向けた運営基盤の確立のために行わ
 れる投資活動による資金の増減)

(資金の調達及び返済による資金の増減)

1,385,029 1,078,571 306,458

1,851,842 1,385,029 466,813

（単位：千円）

区　　　分

業務活動によるキャッシュ・フロー（A)
963,575 759,503 204,072

△ 652,036 △ 126,958

財務活動によるキャッシュ・フロー（C)
282,232 198,991 83,241

投資活動によるキャッシュ・フロー（B)
△ 778,994

160,355
（A)+（B)+（C)

資金期首残高（E)

資金期末残高（D)+（E)

本年度資金増減額（D)
466,813 306,458
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第４ むすび 

緩やかな減少傾向にある給水人口、節水意識の浸透や節水機器の普及に伴う節水型ライ

フスタイルの定着などにより、年々減少する水需要を背景に、前年度と比べ、総配水量が

1.7％、有収水量が 2.0％低下したため、総配水量のうち水道料金として還元される水量の

割合を示す有収率も 0.2 ポイント低下するなど、令和元年度の業務実績は、総じて前年度

を若干下回る状況となっている。 

経営成績では、営業費用が営業収益によってどの程度賄われているかを示す営業収支比

率が 118.9％で前年度と比べ 3.9 ポイント低下したものの、全国平均を上回る水準を維持

しているほか、1㎥当たりの給水損益も 16 円 80 銭の利益で前年度と比べ 14.6％減少した

ものの、これも全国平均を上回る水準にある。 

また、主要な経営指標から財政状態を見ると、総資本に占める自己資本の割合を示す自

己資本構成比率が 65.4％で前年度と比べ 2.2 ポイント低下しているものの、長期の負債支

払い能力を示す固定長期適合率は 90.6％で前年度と比べ 0.7 ポイント改善し、固定資産が

長期資本により健全に賄われていると言える。また、短期の負債支払い能力を示す流動比

率は、247.4％で前年度と比べ 57.4 ポイント低下しているが、一般的に理想とされる 200％

は上回る結果となり、概ね企業の安全性は保たれている。 

以上のように令和元年度の水道事業の経営については、平成 29 年度に実施した水道料

金改定の効果が今だ有効に作用していることもあり、全体として健全性が保たれているも

のと評価することができる。 

しかしながら、減り続ける人口の流れや社会全体の節水傾向は今後もますます加速して

いくことが予想され、有収水量が想定以上に減少することが懸念されることに加え、施設

や管路などの老朽化は確実に進んでおり、これらの更新に係る費用が今後ますます増大す

ることも見込まれている。 

また、南海トラフ地震や超大型台風などの大規模自然災害の発生が危惧されていること

に加え、新型コロナウィルス感染症のように思いもよらないような事象により社会や経済

全体に大きな被害が及ぶようなことも近年見受けられる。 

このように水道事業を取り巻く環境が非常に厳しい状況にある中においては、これまで

以上に先を見据えた運営が必要になるものと思われる。現在、本市においては、今後 10年

間の本市のまちづくりの指針となる第 5次三島市総合計画を策定中であるが、これを機に

中長期的視点に立った今後の水道事業のあり方・方向性に関して改めて見直しを行い、今

後も安全でおいしい水の供給をより安定的に持続させるための体制強化に努められたい。 
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0
2
,0

0
0

4
0
4
,3

4
7
,8

1
6

9
8
.9

3
0
.1

4
0
0
,4

6
4
,1

3
5

3
0
.1

3
,8

8
3
,6

8
1

1
0
1
.0

  
  

(7
)資

産
減

耗
費

3
0
,0

1
0
,0

0
0

1
5
,3

4
3
,0

1
4

5
1
.1

1
.2

1
,1

8
5
,0

3
3

0
.1

1
4
,1

5
7
,9

8
1

1
,2

9
4
.7

  
  

(8
)そ

の
他

営
業

費
用

1
,0

0
0

0
0
.0

0
.0

0
0
.0

0
-

　
２
　

営
業

外
費

用
7
9
,6

3
0
,0

0
0

5
6
,0

6
8
,0

7
2

7
0
.4

4
.2

6
1
,1

7
5
,6

0
8

4
.7

△
5
,1

0
7
,5

3
6

9
1
.7

  
  

(1
)支

払
利

息
及

び
企

業
債

取
扱

諸
費

5
8
,2

6
5
,0

0
0

5
5
,3

3
2
,5

9
2

9
5
.0

4
.1

5
6
,9

0
4
,3

3
8

4
.3

△
1
,5

7
1
,7

4
6

9
7
.2

  
  

(2
)繰

延
勘

定
償

却
0

0
-

0
.0

3
,3

1
5
,6

0
0

0
.3

△
3
,3

1
5
,6

0
0

皆
 減

  
  

(3
)雑

支
出

2
,0

5
1
,0

0
0

7
3
5
,4

8
0

3
5
.9

0
.1

9
5
5
,6

7
0

0
.1

△
2
2
0
,1

9
0

7
7
.0

  
  

(4
)消

費
税

及
び

地
方

消
費

税
1
9
,3

1
4
,0

0
0

0
0
.0

0
.0

0
0
.0

0
-

　
４
　

予
備

費
8
,0

0
0
,0

0
0

0
0
.0

0
.0

0
0
.0

0
-

　
 平

 成
 3

0
 年

 度
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 別
表

第
２

令
和

元
年

度
水

道
事

業
会

計
比

較
損

益
計

算
書

（
 消

費
税

抜
 ）

（
単

位
：
円

，
％

）

比
 較

 増
 減

前
年

度
比

 較
 増

 減
前

年
度

金
 額

 Ａ
構

成
比

金
 額

 B
構

成
比

Ａ
　

－
  

Ｂ
伸

 率
金

 額
 Ａ

構
成

比
金

 額
 B

構
成

比
Ａ

　
－

  
Ｂ

伸
 率

水
道

事
業

費
用

1
,2

8
2
,6

9
0
,0

2
6

1
0
0
.0

1
,2

7
4
,0

6
3
,4

2
6

1
0
0
.0

8
,6

2
6
,6

0
0

1
0
0
.7

水
道

事
業

収
益

1
,5

5
4
,4

1
5
,7

6
1

1
0
0
.0

1
,5

8
4
,2

0
4
,6

2
5

1
0
0
.0

△
2
9
,7

8
8
,8

6
4

9
8
.1

  
営

業
費

用
1
,2

2
6
,6

6
8
,2

0
0

9
5
.6

1
,2

1
2
,9

5
0
,1

1
2

9
5
.1

1
3
,7

1
8
,0

8
8

1
0
1
.1

  
営

業
収

益
1
,4

5
7
,9

9
0
,0

1
2

9
3
.8

1
,4

8
8
,6

3
4
,4

6
6

9
4
.0

△
3
0
,6

4
4
,4

5
4

9
7
.9

  
  

原
水

及
び

浄
水

費
4
4
1
,9

5
3
,7

9
7

3
4
.5

4
4
8
,6

5
0
,5

2
2

3
5
.2

△
6
,6

9
6
,7

2
5

9
8
.5

  
  

給
水

収
益

1
,4

4
9
,1

1
9
,8

3
0

9
3
.2

1
,4

7
8
,1

9
9
,9

0
8

9
3
.3

△
2
9
,0

8
0
,0

7
8

9
8
.0

  
  

配
水

及
び

給
水

費
2
0
6
,9

1
4
,7

2
5

1
6
.1

2
0
8
,2

1
5
,6

9
8

1
6
.3

△
1
,3

0
0
,9

7
3

9
9
.4

　
  
受

託
給

水
工

事
収

益
1
,2

1
7
,7

0
5

0
.1

2
,9

1
0
,4

9
7

0
.2

△
1
,6

9
2
,7

9
2

4
1
.8

  
  

簡
易

水
道

維
持

費
1
1
,5

2
1
,7

9
9

0
.9

1
0
,8

7
1
,5

1
2

0
.9

6
5
0
,2

8
7

1
0
6
.0

　
  

そ
の

他
営

業
収

益
7
,6

5
2
,4

7
7

0
.5

7
,5

2
4
,0

6
1

0
.5

1
2
8
,4

1
6

1
0
1
.7

  
  

受
託

給
水

工
事

費
1
,2

1
7
,2

2
8

0
.1

2
,9

1
8
,4

2
8

0
.2

△
1
,7

0
1
,2

0
0

4
1
.7

  
営

業
外

収
益

9
6
,0

8
8
,3

3
0

6
.2

9
4
,4

8
8
,0

5
9

6
.0

1
,6

0
0
,2

7
1

1
0
1
.7

  
  

総
係

費
1
4
5
,3

6
9
,8

2
1

1
1
.3

1
4
0
,6

4
4
,7

8
4

1
1
.0

4
,7

2
5
,0

3
7

1
0
3
.4

  
  

水
道

加
入

金
3
3
,2

8
2
,0

0
0

2
.1

3
3
,0

7
4
,0

0
0

2
.1

2
0
8
,0

0
0

1
0
0
.6

  
  

減
価

償
却

費
4
0
4
,3

4
7
,8

1
6

3
1
.5

4
0
0
,4

6
4
,1

3
5

3
1
.4

3
,8

8
3
,6

8
1

1
0
1
.0

  
  

受
取

利
息

及
び

配
当

金
7
5
,9

1
1

0
.0

6
3
,6

0
4

0
.0

1
2
,3

0
7

1
1
9
.3

  
  

資
産

減
耗

費
1
5
,3

4
3
,0

1
4

1
.2

1
,1

8
5
,0

3
3

0
.1

1
4
,1

5
7
,9

8
1

1
,2

9
4
.7

　
　

長
期

前
受

金
戻

入
4
1
,0

9
5
,4

5
0

2
.7

4
2
,4

2
4
,5

2
3

2
.7

△
1
,3

2
9
,0

7
3

9
6
.9

  
営

業
外

費
用

5
6
,0

2
1
,8

2
6

4
.4

6
1
,1

1
3
,3

1
4

4
.9

△
5
,0

9
1
,4

8
8

9
1
.7

  
  

雑
収

益
2
1
,6

3
4
,9

6
9

1
.4

1
8
,9

2
5
,9

3
2

1
.2

2
,7

0
9
,0

3
7

1
1
4
.3

  
  
支

払
利

息
及

び
企

業
債

取
扱

諸
費

5
5
,3

3
2
,5

9
2

4
.3

5
6
,9

0
4
,3

3
8

4
.5

△
1
,5

7
1
,7

4
6

9
7
.2

  
特

別
利

益
3
3
7
,4

1
9

0
.0

1
,0

8
2
,1

0
0

0
.0

△
7
4
4
,6

8
1

3
1
.2

  
  

繰
延

勘
定

償
却

0
0
.0

3
,3

1
5
,6

0
0

0
.3

△
3
,3

1
5
,6

0
0

皆
 減

  
  

そ
の

他
特

別
利

益
3
3
7
,4

1
9

0
.0

1
,0

8
2
,1

0
0

0
.0

△
7
4
4
,6

8
1

3
1
.2

  
  

雑
支

出
6
8
9
,2

3
4

0
.1

8
9
3
,3

7
6

0
.1

△
2
0
4
,1

4
2

7
7
.1

当
年

度
純

利
益

2
7
1
,7

2
5
,7

3
5

3
1
0
,1

4
1
,1

9
9

△
3
8
,4

1
5
,4

6
4

8
7
.6

合
  

  
  

計
1
,5

5
4
,4

1
5
,7

6
1

1
,5

8
4
,2

0
4
,6

2
5

△
2
9
,7

8
8
,8

6
4

9
8
.1

合
  

  
  

計
1
,5

5
4
,4

1
5
,7

6
1

1
,5

8
4
,2

0
4
,6

2
5

△
2
9
,7

8
8
,8

6
4

9
8
.1

科
  

  
 目

科
  

  
 目

令
和

　
元

　
年

 度
平

 成
 3

0
 年

 度
令

和
　

元
　

年
 度

平
 成

 3
0
 年

 度
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 別
表

第
３

令
和

元
年

度
水

道
事

業
会

計
予

算
決

算
対

照
表

（ 
消

費
税

込
 ）

（
資

本
的

収
支

の
部

）
（
単

位
：
円

，
％

）

科
  

目
令

和
　

元
　

年
 度

　
前

年
度

決
算

対
比

款
 項

 目
予

  
算

  
額

決
  

算
  

額
執

行
率

構
成

比
決

  
算

  
額

構
成

比
比

 較
 増

 減
伸

 率

資
本

的
収

入
4
8
4
,3

4
3
,0

0
0

4
8
2
,3

3
4
,9

6
0

9
9
.6

1
0
0
.0

3
9
3
,9

5
9
,2

4
0

1
0
0
.0

8
8
,3

7
5
,7

2
0

1
2
2
.4

　
１
　

企
業

債
4
5
5
,0

0
0
,0

0
0

4
5
5
,0

0
0
,0

0
0

1
0
0
.0

9
4
.3

3
6
0
,0

0
0
,0

0
0

9
1
.4

9
5
,0

0
0
,0

0
0

1
2
6
.4

  
  

(1
)企

業
債

4
5
5
,0

0
0
,0

0
0

4
5
5
,0

0
0
,0

0
0

1
0
0
.0

9
4
.3

3
6
0
,0

0
0
,0

0
0

9
1
.4

9
5
,0

0
0
,0

0
0

1
2
6
.4

　
２
　

固
定

資
産

売
却

代
金

1
,0

0
0

0
0
.0

0
.0

0
0
.0

0
-

  
  

(1
)固

定
資

産
売

却
代

金
1
,0

0
0

0
0
.0

0
.0

0
0
.0

0
-

　
６
　

県
支

出
金

2
0
,1

9
1
,0

0
0

2
0
,1

9
1
,0

0
0

1
0
0
.0

4
.2

2
0
,0

0
0
,0

0
0

5
.1

1
9
1
,0

0
0

1
0
1
.0

  
  

(1
)県

補
助

金
0

0
-

0
.0

0
0
.0

0
-

  
  

(2
)県

交
付

金
2
0
,1

9
1
,0

0
0

2
0
,1

9
1
,0

0
0

1
0
0
.0

4
.2

2
0
,0

0
0
,0

0
0

5
.1

1
9
1
,0

0
0

1
0
1
.0

　
７
　

工
事

負
担

金
9
,1

5
0
,0

0
0

7
,1

4
3
,9

6
0

7
8
.1

1
.5

1
3
,9

5
9
,2

4
0

3
.5

△
6
,8

1
5
,2

8
0

5
1
.2

  
  

(1
)工

事
負

担
金

9
,1

5
0
,0

0
0

7
,1

4
3
,9

6
0

7
8
.1

1
.5

1
3
,9

5
9
,2

4
0

3
.5

△
6
,8

1
5
,2

8
0

5
1
.2

　
８
　

寄
附

金
1
,0

0
0

0
0
.0

0
.0

0
0
.0

0
-

  
  

(1
)工

事
寄

附
金

1
,0

0
0

0
0
.0

0
.0

0
0
.0

0
-

資
本

的
支

出
1
,1

5
4
,0

0
6
,8

0
0

1
,0

4
5
,2

5
1
,7

9
8

9
0
.6

1
0
0
.0

8
9
7
,6

6
4
,8

6
9

1
0
0
.0

1
4
7
,5

8
6
,9

2
9

1
1
6
.4

　
１
　

建
設

改
良

費
9
8
1
,2

3
7
,8

0
0

8
7
2
,4

8
3
,6

1
5

8
8
.9

8
3
.5

7
3
6
,6

5
5
,4

0
7

8
2
.1

1
3
5
,8

2
8
,2

0
8

1
1
8
.4

  
  

(1
)配

水
管

延
長

工
事

費
9
5
8
,7

5
8
,8

0
0

8
6
6
,2

5
5
,5

5
6

9
0
.4

8
2
.9

7
2
3
,6

4
1
,5

8
3

8
0
.6

1
4
2
,6

1
3
,9

7
3

1
1
9
.7

  
  

(2
)上

水
道

拡
張

工
事

費
0

0
-

0
.0

0
0
.0

0
-

  
  

(3
)簡

易
水

道
建

設
費

2
0
,0

0
0
,0

0
0

4
,8

4
0
,0

0
0

2
4
.2

0
.5

7
,7

7
6
,0

0
0

0
.9

△
2
,9

3
6
,0

0
0

6
2
.2

  
  

(4
)営

業
設

備
費

2
,4

7
9
,0

0
0

1
,3

8
8
,0

5
9

5
6
.0

0
.1

5
,2

3
7
,8

2
4

0
.6

△
3
,8

4
9
,7

6
5

2
6
.5

　
２
　

企
業

債
償

還
金

1
7
2
,7

6
9
,0

0
0

1
7
2
,7

6
8
,1

8
3

9
9
.9

1
6
.5

1
6
1
,0

0
9
,4

6
2

1
7
.9

1
1
,7

5
8
,7

2
1

1
0
7
.3

　
  

(1
)企

業
債

償
還

金
1
7
2
,7

6
9
,0

0
0

1
7
2
,7

6
8
,1

8
3

9
9
.9

1
6
.5

1
6
1
,0

0
9
,4

6
2

1
7
.9

1
1
,7

5
8
,7

2
1

1
0
7
.3

平
 成

 3
0
 年

 度
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 別
表

第
４

 令
和

元
年

度
水

道
事

業
会

計
比

較
貸

借
対

照
表

（
 消

費
税

抜
 ）

（
単

位
：
円

，
％

）

比
 較

 増
 減

前
年

度
比

 較
 増

 減
前

年
度

　
金

  
額

　
　

Ａ
構

成
比

　
金

  
額

　
　

B
構

成
比

Ａ
　

－
  

Ｂ
伸

 率
　

金
  

額
　

　
Ａ

構
成

比
　

金
  

額
　

　
B

構
成

比
Ａ

　
－

  
Ｂ

伸
 率

資
  

産
1
3
,8

2
6
,6

3
1
,9

4
8

1
0
0
.0

1
2
,9

9
3
,7

9
4
,4

4
2

1
0
0
.0

8
3
2
,8

3
7
,5

0
6

1
0
6
.4

負
  

債
5
,6

4
5
,4

3
9
,7

0
1

4
0
.8

5
,0

8
4
,3

2
7
,9

3
0

3
9
.1

5
6
1
,1

1
1
,7

7
1

1
1
1
.0

１
固

定
資

産
1
1
,7

6
7
,2

1
8
,7

0
0

8
5
.1

1
1
,3

8
0
,1

6
6
,6

0
3

8
7
.6

3
8
7
,0

5
2
,0

9
7

1
0
3
.4

１
固

定
負

債
3
,9

4
8
,2

9
3
,4

1
6

2
8
.5

3
,6

7
6
,2

7
0
,1

1
1

2
8
.3

2
7
2
,0

2
3
,3

0
5

1
0
7
.4

 (
1
)有

形
固

定
資

産
1
1
,7

5
7
,9

2
2
,4

8
3

8
5
.0

1
1
,3

7
4
,9

2
2
,4

6
0

8
7
.5

3
8
3
,0

0
0
,0

2
3

1
0
3
.4

 (
1
)企

業
債

3
,9

4
7
,3

7
5
,4

1
6

2
8
.5

3
,6

7
3
,8

5
6
,2

9
5

2
8
.3

2
7
3
,5

1
9
,1

2
1

1
0
7
.4

 (
2
)無

形
固

定
資

産
9
,2

9
6
,2

1
7

0
.1

5
,2

4
4
,1

4
3

0
.1

4
,0

5
2
,0

7
4

1
7
7
.3

 (
2
)引

当
金

9
1
8
,0

0
0

0
.0

6
6
2
,9

0
0

0
.0

2
5
5
,1

0
0

1
3
8
.5

２
流

動
資

産
2
,0

5
9
,4

1
3
,2

4
8

1
4
.9

1
,6

1
3
,6

2
7
,8

3
9

1
2
.4

4
4
5
,7

8
5
,4

0
9

1
2
7
.6

 (
3
)そ

の
他

固
定

負
債

0
0
.0

1
,7

5
0
,9

1
6

0
.0

△
1
,7

5
0
,9

1
6

皆
 減

 (
1
)現

金
預

金
1
,8

5
1
,8

4
2
,1

1
2

1
3
.4

1
,3

8
5
,0

2
8
,9

2
7

1
0
.7

4
6
6
,8

1
3
,1

8
5

1
3
3
.7

２
流

動
負

債
8
3
2
,2

8
7
,5

6
0

6
.0

5
2
9
,4

3
8
,6

0
4

4
.0

3
0
2
,8

4
8
,9

5
6

1
5
7
.2

 (
2
)未

収
金

1
9
3
,2

3
0
,7

9
9

1
.4

2
1
1
,9

2
0
,3

4
2

1
.6

△
1
8
,6

8
9
,5

4
3

9
1
.2

 (
1
)企

業
債

1
8
1
,4

8
0
,8

7
9

1
.3

1
7
2
,7

6
8
,1

8
3

1
.3

8
,7

1
2
,6

9
6

1
0
5
.0

 (
3
)貯

蔵
品

1
4
,3

2
0
,3

3
7

0
.1

1
3
,9

9
1
,9

0
4

0
.1

3
2
8
,4

3
3

1
0
2
.3

 (
2
)未

払
金

5
8
4
,2

8
8
,8

3
5

4
.2

2
5
1
,8

3
0
,8

3
1

1
.9

3
3
2
,4

5
8
,0

0
4

2
3
2
.0

 (
4
)そ

の
他

流
動

資
産

2
0
,0

0
0

0
.0

2
,6

8
6
,6

6
6

0
.0

△
2
,6

6
6
,6

6
6

0
.7

 (
3
)引

当
金

1
2
,7

4
7
,0

0
0

0
.1

5
5
,6

9
3
,0

0
0

0
.4

△
4
2
,9

4
6
,0

0
0

2
2
.9

 (
4
)そ

の
他

流
動

負
債

5
3
,7

7
0
,8

4
6

0
.4

4
9
,1

4
6
,5

9
0

0
.4

4
,6

2
4
,2

5
6

1
0
9
.4

３
繰

延
収

益
8
6
4
,8

5
8
,7

2
5

6
.3

8
7
8
,6

1
9
,2

1
5

6
.8

△
1
3
,7

6
0
,4

9
0

9
8
.4

 (
1
)長

期
前

受
金

8
6
4
,8

5
8
,7

2
5

6
.3

8
7
8
,6

1
9
,2

1
5

6
.8

△
1
3
,7

6
0
,4

9
0

9
8
.4

資
  

本
8
,1

8
1
,1

9
2
,2

4
7

5
9
.2

7
,9

0
9
,4

6
6
,5

1
2

6
0
.9

2
7
1
,7

2
5
,7

3
5

1
0
3
.4

１
資

本
金

6
,6

9
3
,8

5
3
,2

4
7

4
8
.4

6
,6

1
6
,6

9
9
,3

0
1

5
0
.9

7
7
,1

5
3
,9

4
6

1
0
1
.2

 (
1
)資

本
金

6
,6

9
3
,8

5
3
,2

4
7

4
8
.4

6
,6

1
6
,6

9
9
,3

0
1

5
0
.9

7
7
,1

5
3
,9

4
6

1
0
1
.2

２
剰

余
金

1
,4

8
7
,3

3
9
,0

0
0

1
0
.8

1
,2

9
2
,7

6
7
,2

1
1

1
0
.0

1
9
4
,5

7
1
,7

8
9

1
1
5
.1

 (
1
)資

本
剰

余
金

3
4
9
,7

6
8
,8

6
8

2
.6

3
4
9
,7

6
8
,8

6
8

2
.7

0
1
0
0
.0

 (
2
)利

益
剰

余
金

1
,1

3
7
,5

7
0
,1

3
2

8
.2

9
4
2
,9

9
8
,3

4
3

7
.3

1
9
4
,5

7
1
,7

8
9

1
2
0
.6

  
合

  
  

  
  

計
1
3
,8

2
6
,6

3
1
,9

4
8

1
0
0
.0

1
2
,9

9
3
,7

9
4
,4

4
2

1
0
0
.0

8
3
2
,8

3
7
,5

0
6

1
0
6
.4

 合
  

  
  

  
計

1
3
,8

2
6
,6

3
1
,9

4
8

1
0
0
.0

1
2
,9

9
3
,7

9
4
,4

4
2

1
0
0
.0

8
3
2
,8

3
7
,5

0
6

1
0
6
.4

科
  

  
 目

令
和

　
元

　
年

 度
平

 成
 3

0
 年

 度
科

  
  

 目
令

和
　

元
　

年
 度

平
 成

 3
0
 年

 度
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(注
)　

算
式

欄
に

お
け

る

( 
参

  
考

 )
( 

参
  

考
 )

  
  

用
語

は
、

次
の

と
お

3
0
 年

 度
3
0
 年

 度
説

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

明
　

　
り

で
あ

る
。

平
成

2
9
年

度
平

成
3
0
年

度
令

和
元

年
度

県
下

市
平

均
全

国
平

均

※
固

定
資

産
回

転
率

に
お

い
て

総
資

本
回

転
率

回
0
.1

0
0
.1

2
0
.1

1
0
.0

9
0
.1

0
固

定
資

産

  
＝

固
定

資
産

－
建

設
仮

勘
定

自
己

資
本

回
転

率
回

0
.1

5
0
.1

7
0
.1

6
0
.1

2
0
.1

3
総

資
産

  
＝

固
定

資
産

＋
流

動
資

産

　
　

＋
繰

延
勘

定

固
定

資
産

回
転

率
回

0
.1

2
0
.1

4
0
.1

3
0
.1

0
0
.1

1

総
資

本

  
＝

固
定

負
債

＋
流

動
負

債

流
動

資
産

回
転

率
回

1
.0

2
1
.0

2
0
.7

9
0
.7

8
0
.7

3
　

　
＋

繰
延

収
益

  
  

＋
資

本
金

＋
剰

余
金

自
己

資
本

  
＝

資
本

金
＋

剰
余

金

  
＋

繰
延

収
益

固
定

資
産

固
定

資
産

構
成

比
率

×
 1

0
0

％
8
9
.5

8
8
7
.5

8
8
5
.1

1
8
8
.4

7
8
6
.9

0

総
資

産

流
動

資
産

流
動

資
産

構
成

比
率

×
 1

0
0

％
1
0
.4

2
1
2
.4

2
1
4
.8

9
1
1
.5

3
1
3
.1

0

総
資

産

固
定

負
債

固
定

負
債

構
成

比
率

×
 1

0
0

％
2
8
.5

2
2
8
.2

9
2
8
.5

6
2
4
.1

5
2
2
.8

9

総
資

本

流
動

負
債

流
動

負
債

構
成

比
率

×
 1

0
0

％
2
.9

8
4
.0

7
6
.0

2
3
.7

1
3
.9

1

総
資

本

自
己

資
本

自
己

資
本

構
成

比
率

×
 1

0
0

％
6
8
.5

0
6
7
.6

3
6
5
.4

2
7
2
.1

4
7
3
.2

0

総
資

本

固
定

資
産

固
定

長
期

適
合

率
×

 1
0
0

％
9
2
.3

1
9
1
.3

0
9
0
.5

6
9
1
.8

8
9
0
.4

3

自
己

資
本

＋
固

定
負

債

固
定

資
産

固
定

比
率

×
 1

0
0

％
1
3
0
.7

4
1
2
9
.5

0
1
3
0
.0

8
1
2
2
.6

4
1
1
8
.7

1

自
己

資
本

-

( 
期

首
貯

蔵
品

＋
期

末
貯

蔵
品

 )
  

÷
 ２

長 期 健 全 性 等

総
資

産
に

対
す

る
固

定
資

産
・
流

動
資

産
の

占
め

る
割

合
で

、
固

定
資

産
構

成
比

率
が

大
で

あ
れ

ば
資

本
が

固
定

化
の

傾
向

に
あ

り
、

流
動

資
産

構
成

比
率

が
大

で
あ

れ
ば

流
動

性
は

良
好

と
な

る
。

な
お

、
こ

の
二

つ
の

比
率

を
加

え
る

と
1
0
0
％

に
な

る
。

総
資

本
に

対
す

る
固

定
負

債
・
流

動
負

債
・
自

己
資

本
の

占
め

る
割

合
で

、
自

己
資

本
構

成
比

率
が

大
で

あ
る

ほ
ど

経
営

の
安

全
性

は
大

き
い

も
の

と
言

え
る

が
、

膨
大

な
設

備
投

資
資

金
の

ほ
と

ん
ど

を
企

業
債

に
依

存
す

る
公

営
企

業
で

は
、

必
然

的
に

低
比

率
と

な
る

。
な

お
、

こ
の

三
つ

の
比

率
を

加
え

る
と

1
0
0
％

と
な

る
。

固
定

資
産

が
長

期
的

に
活

用
可

能
な

資
本

や
負

債
に

よ
っ

て
調

達
さ

れ
て

い
る

割
合

を
表

す
。

1
0
0
％

を
超

え
る

場
合

は
、

短
期

間
に

返
済

の
必

要
な

資
金

も
固

定
資

産
に

投
入

し
て

い
る

こ
と

に
な

る
。

固
定

資
産

が
自

己
資

本
に

占
め

る
割

合
を

表
す

。
1
0
0
％

を
超

え
る

場
合

は
借

入
金

で
設

備
投

資
を

行
っ

て
い

る
こ

と
を

示
し

、
償

還
・
利

息
払

い
の

負
担

が
生

じ
る

。

企
業

の
経

営
活

動
に

投
じ

ら
れ

る
運

転
資

金
の

利
用

度
で

、
高

い
ほ

ど
効

率
的

に
収

益
に

貢
献

し
て

い
る

こ
と

を
示

す
。

( 
期

首
流

動
資

産
＋

期
末

流
動

資
産

 )
  

÷
 ２

貯
蔵

品
回

転
率

(期
首

貯
蔵

品
＋

当
年

度
購

入
額

＋
発

生
品

－
期

末
貯

蔵
品

)
貯

蔵
品

の
使

用
・
利

用
度

を
示

し
、

率
が

高
い

ほ
ど

良
い

と
さ

れ
る

。
回

3
.5

5
3
.2

3
4
.0

0
-

企
業

に
投

下
さ

れ
運

用
さ

れ
て

い
る

資
本

の
効

率
で

、
高

い
ほ

ど
資

本
が

効
率

的
に

収
益

に
転

換
し

て
い

る
こ

と
を

示
す

。
( 

期
首

総
資

本
＋

期
末

総
資

本
 )

  
÷

 ２

営
業

収
益

（
受

託
収

益
除

く
）

自
己

資
本

の
活

動
能

率
を

示
し

、
高

い
ほ

ど
投

下
自

己
資

本
に

対
し

て
営

業
活

動
が

活
発

な
こ

と
を

示
す

。
( 

期
首

自
己

資
本

＋
期

末
自

己
資

本
 )

  
÷

 ２

営
業

収
益

（
受

託
収

益
除

く
）

固
定

資
産

と
営

業
収

益
の

比
率

で
、

一
般

的
に

高
い

ほ
う
が

望
ま

し
い

。
低

く
な

る
ほ

ど
投

資
効

率
が

低
い

（
過

大
で

あ
る

）
こ

と
を

示
す

。
※

(期
首

固
定

資
産

＋
期

末
固

定
資

産
 )

 ÷
２

単 位
比

　
 　

　
　

率
分

 析
 項

 目
算

  
  

  
 式

資 産 ・ 資 本 の 有 効 利 用 等

営
業

収
益

（
受

託
収

益
除

く
）

営
業

収
益

（
受

託
収

益
除

く
）
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(注
)　

算
式

欄
に

お
け

る

( 
参

  
考

 )
( 

参
  

考
 )

  
  

用
語

は
、

次
の

と
お

3
0
 年

 度
3
0
 年

 度
説

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

明
　

　
り

で
あ

る
。

平
成

2
9
年

度
平

成
3
0
年

度
令

和
元

年
度

県
下

市
平

均
全

国
平

均

流
動

資
産

未
収

金

流
動

比
率

×
 1

0
0

％
3
4
9
.7

8
3
0
4
.7

8
2
4
7
.4

4
3
1
0
.5

0
3
3
5
.6

0
　

＝
営

業
未

収
金

流
動

負
債

　
　

＋
営

業
外

未
収

金

現
金

預
金

＋
未

収
金

　
　

＋
そ

の
他

未
収

金

当
座

比
率

×
 1

0
0

％
3
4
0
.6

7
3
0
1
.8

5
2
4
5
.8

6
3
0
4
.8

9
3
2
7
.7

0
　

※
貸

倒
引

当
金

は
引

か
な

い
流

動
負

債

現
金

預
金

総
収

益

現
金

比
率

×
 1

0
0

％
2
9
2
.4

5
2
6
1
.6

0
2
2
2
.5

0
2
7
5
.6

1
-

  
＝

営
業

収
益

＋
営

業
外

収
益

流
動

負
債

  
＋

特
別

利
益

総
収

益
総

収
支

比
率

×
 1

0
0

％
1
0
8
.1

8
1
2
4
.3

4
1
2
1
.1

8
1
1
4
.6

9
1
1
3
.8

5
総

費
用

総
費

用
  

＝
営

業
費

用
＋

営
業

外
費

用

営
業

収
益

（
受

託
収

益
除

く
）

  
 ＋

特
別

損
失

営
業

収
支

比
率

×
 1

0
0

％
1
0
4
.9

2
1
2
2
.7

8
1
1
8
.8

8
1
0
9
.9

7
1
0
4
.4

4
営

業
費

用
（
受

託
費

用
除

く
）

当
年

度
純

利
益

総
収

益
利

益
率

×
 1

0
0

％
9
.5

6
1
9
.5

8
1
7
.4

8
1
2
.8

1
-

総
収

益
当

年
度

純
利

益
総

資
本

利
益

率
×

 1
0
0

％
0
.8

5
2
.4

4
2
.0

3
1
.2

8
1
.3

2
( 
期

首
総

資
本

 ＋
 期

末
総

資
本

 )
  
÷

 ２

当
年

度
純

利
益

自
己

資
本

利
益

率
×

 1
0
0

％
1
.2

3
3
.5

9
3
.0

5
1
.7

7
-

( 
期

首
自

己
資

本
 ＋

 期
末

自
己

資
本

 )
  

÷
 ２

累
積

欠
損

金
累

積
欠

損
金

比
率

×
 1

0
0

％
0
.0

0
0
.0

0
0
.0

0
0
.0

0
-

営
業

収
益

（
受

託
収
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下水道事業会計 

第１ 下水道事業の概要 

１ 業務実績について 

（1）業務の普及状況は、次のとおりである。 

 

 

本年度末の行政区域内人口は、109,205 人で、平成 30 年度（以下「前年度」という。）末

の 109,965 人と比較して 760 人減少し、処理区域内人口は 91,759 人で、前年度末の 91,099

人と比較して 660 人増加している。 

また、普及率は 84.0％で、前年度の 82.8％と比較して 1.2 ポイント上昇している。 

水洗化人口は、84,702 人で前年度の 83,812 人と比較して 890 人増加し、水洗化率は

92.3％で、前年度の 92.0％と比較して 0.3 ポイント上昇している。  

単位 令和元年度 平成30年度 比較増減 増減率(%)

行政区域内人口 Ａ 人 109,205 109,965 △760 △ 0.7

処理区域内人口 Ｂ 人 91,759 91,099 660 0.7

水 洗 化 人 口 Ｃ 人 84,702 83,812 890 1.1

普 及 率 Ｂ/Ａ ％ 84.0 82.8 1.2 －

水 洗 化 率 Ｃ/Ｂ ％ 92.3 92.0 0.3 －

処 理 面 積 ha 1,332.8 1,314.1 18.7 1.4

管 渠 延 長 ｍ 335,302 330,105 5,197 1.6

平成30年度県下
平均普及率

％ 63.5

平成30年度全国
平均普及率

％ 79.3

区　　　分

参
考
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２ 年間処理水量の状況 

（1）年間処理水量の状況は、次のとおりである。 

 

年間処理水量は 12,124,740 ㎥で、前年度の 12,307,360 ㎥と比較して 182,620 ㎥（1.5％）

減少している。このうち、収入の対象となる有収処理水量は 9,718,195 ㎥で、前年度に比べ

76,762 ㎥（0.8％）減少している。 

有収率は 80.2％で、前年度に比べ 0.6 ポイント上昇している。 

 

３ 建設改良事業の執行状況 

（1）建設改良事業の執行状況は、次のとおりである。 

 

令和元年度 構成比 平成30年度 構成比 比較増減 増減率

12,124,740 100.0 12,307,360 100.0 △182,620 △1.5

有収処理水量 6,173,201 50.9 6,222,314 50.6 △49,113 △0.8

無収処理水量 2,023,749 16.7 2,235,476 18.2 △211,727 △9.5

有収処理水量 3,544,994 29.3 3,572,643 29.0 △27,649 △0.8

無収処理水量 382,796 3.1 276,927 2.2 105,869 38.2

有収率 有収率

80.2 79.6

無収処理水量 2,406,545 19.8 2,512,403 20.4 △105,858 △4.2

△0.8

西部浄化

センター

（単位：㎥，％）

年間処理水量

区　　　分

三島終末

処理場

計
有収処理水量 9,718,195 9,794,957 △76,762

区　　　分 計　　画 実　　施 執行率

管 路 施 設 工 事 費 （ 単 独 ） 329,803 248,406 75.3

施工延長（ｍ） 1,216 696.8 57.3

管 路 施 設 工 事 費 （ 流 域 ） 167,476 121,286 72.4

施工延長（ｍ） 1,117 754.9 67.6

管 路 施 設 工 事 費 （ 特 環 ） 299,750 294,922 98.4

施工延長（ｍ） 1,750 1,346.7 77.0

ポ ン プ 場 施 設 工 事 費 19,034 17,931 94.2

処 理 場 施 設 工 事 費 59,693 52,868 88.6
受 益 者 分 担 金 及 び 受 益 者 負 担 金

徴 収 事 務 費 6,321 5,687 90.0

流 域 下 水 道 県 事 業 負 担 金 25,943 24,036 92.6

営 業 設 備 費 9,914 9,954 100.4

リ ー ス 債 務 支 払 額 244 179 73.4

計 918,178 775,269 84.4

（単位：千円，％）
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計画（予算額で流用除く。）に対する執行率は 84.4％で、これは三島処理区下水道管路改築

工事（第 52-2 工区）ほか 4件の工事 73,670 千円を翌年度に繰り越したことによるものであ

る。 

施行延長の執行率については、繰越工事によるものと、工法等の変更により施工単価が上

がり計画との差が生じたことによる。 

また、翌年度繰越工事 5件を除いた工事請負費の内訳は、管路施設工事費（単独）8件、管

路施設工事費（流域）5件、管路施設工事費（特環）8件、ポンプ場施設工事費 1件、処理場

施設工事費 3件である。 

 

４ 三島終末処理場の稼働状況 

（1）三島終末処理場の晴天時の稼働状況は、次のとおりである。 

 

 

施設利用率 71.0％は効率的に施設を利用できているかを示す指標で、前年度と比較して 3.1

ポイント低下した。 

負荷率 86.9％は施設が平均的に稼働している割合で、前年度と比較して 8.4 ポイント上昇し

た。 

 最大稼働率 81.8％は施設が年間を通じて最も処理水量が多かった日の利用状況を示す指標

で、前年度と比較して 12.6 ポイント低下した。 

  

単位 令和元年度 平成30年度 比較増減 増減率(%)

1日 最大 処理 水量 Ａ ㎥ 24,860 28,690 △3,830 △13.3

1日 平均 処理 水量 Ｂ ㎥ 21,595 22,526 △931 △4.1

1 日 処 理 能 力 Ｃ ㎥ 30,400 30,400 0 0.0

施 設 利 用 率 Ｂ/Ｃ ％ 71.0 74.1 △3.1 －

負 荷 率 Ｂ/Ａ ％ 86.9 78.5 8.4 －

最 大 稼 働 率 Ａ/Ｃ ％ 81.8 94.4 △12.6 －

区　　　分
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第２ 予算の執行状況 

１ 収益的収支の状況 

 

２ 資本的収支の状況 

 
資本的収入の決算額は 1,425,176 千円で、予算に対する執行率は 90.7％となっていた。こ

れは主に建設改良事業の一部を翌年度に繰り越したことにより、繰越事業費の財源である国

庫補助金の収入及び企業債の発行が翌年度に繰り越されたためである。 

  

（1）収益的収入の執行状況は、次のとおりである。

科　　　目 予算額 決算額 執行率 前年度決算額 比較増減 増減率

2,345,063 2,360,839 100.7 2,302,550 58,289 2.5

営 業 収 益 1,094,405 1,084,528 99.1 1,086,792 △ 2,264 △ 0.2

（うち下水道使用料） 1,092,174 1,084,483 99.3 1,084,244 239 0.0

営 業 外 収 益 1,250,658 1,276,311 102.1 1,215,758 60,553 5.0

（2）収益的支出の執行状況は、次のとおりである。

科　　　目 予算額 決算額 執行率 前年度決算額 比較増減 増減率

2,321,072 2,312,722 99.6 2,277,779 34,943 1.5

営 業 費 用 2,025,598 2,023,429 99.9 1,943,277 80,152 4.1

営 業 外 費 用 295,374 289,293 97.9 319,835 △ 30,542 △ 9.5

特 別 損 失 0 0 ― 14,667 △ 14,667 皆 減

予 備 費 100 0 0.0 0 0 ―

下 水 道 事 業 収 益

（単位：千円，％）

（単位：千円，％）

下 水 道 事 業 費 用

（1）資本的収入の執行状況は、次のとおりである。

科　　　目 予算額 決算額 執行率 前年度決算額 比較増減 増減率

1,571,266 1,425,176 90.7 1,178,116 247,060 21.0

企 業 債 1,133,400 998,400 88.1 885,500 112,900 12.7

出 資 金 178,000 178,000 100.0 135,400 42,600 31.5

国 庫 支 出 金 252,069 239,169 94.9 141,460 97,709 69.1

分担金及び負担金 7,795 9,607 123.2 15,756 △ 6,149 △ 39.0

固定資産売却代金 1 0 0.0 0 0 ―

寄 附 金 1 0 0.0 0 0 ―

資 本 的 収 入

（単位：千円，％）
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資本的支出の決算額は 2,110,356 千円で、予算に対する執行率は 93.7％となっていた。こ

れは建設改良費において、工事請負費等を翌年度に繰り越したためである。 

企業債償還金は 1,335,087 千円で地方公共団体金融機構等への元金償還金である。 

なお、最近 5か年の借入額、償還額及び未償還残高の推移は次のとおりである。 

 

 

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 685,180 千円は、当年度分消費税及び地方消費

税資本的収支調整額 40,440 千円、過年度分損益勘定留保資金 100,607 千円、当年度分損益勘

定留保資金 544,133 千円で補てんされている。 

 

３ その他予算の執行状況 

（1）予算に定めた限度額等 

債務負担行為に係る契約は予算に定めた事項、限度額及び期間の範囲内で締結された。 

企業債の本年度同意額は 955,600 千円で、予算に定めた限度額 960,100 千円の範囲内であ

り、起債の目的、方法、利率及び償還の方法も予算に沿って執行されていた。 

一時借入金は 350,000 千円の借入がされたが、予算に定めた限度額 1,200,000 千円の範囲

内であった。 

予算に定めた予定支出の各項の経費の金額の流用及び議会の議決を経なければ流用するこ

とのできない経費についての流用はなかった。 

他会計からの補助金については、一般会計から 136,500 千円の補助を受けており、これは

予算に定めた 140,500 千円の範囲内であった。 

  

（2）資本的支出の執行状況は、次のとおりである。

科　　　目 予算額 決算額 執行率 前年度決算額 比較増減 増減率

2,253,265 2,110,356 93.7 1,839,757 270,599 14.7

建 設 改 良 費 918,178 775,269 84.4 546,614 228,655 41.8

企 業 債 償 還 金 1,335,087 1,335,087 100.0 1,293,143 41,944 3.2

（単位：千円，％）

資 本 的 支 出

（単位：千円）

元金 利子

H27 971,300 1,163,115 404,207 18,704,243

H28 1,022,800 1,216,826 373,393 18,510,217

H29 1,108,300 1,256,826 344,004 18,361,691

H30 885,500 1,293,143 317,111 17,954,048

R1 998,400 1,335,087 288,671 17,617,361

償還額
年度 未償還残高借入額
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第３ 経営状況 

１ 経営成績は次のとおりである。 

 

※「別表第２ 下水道事業会計比較損益計算書」参照 

 

本年度の経営成績は、総収益 2,251,972 千円に対し総費用は 2,244,528 千円で、差引き

7,444 千円の純利益となっており、前年度に比べ利益が 6,424 千円（629.8％）増加してい

る。 

営業収益は 998,050 千円で、前年度に比べ 8,428 千円（0.8％）減少している。これは主

に、下水道使用料 998,005 千円が、前年度に比べ 5,924 千円（0.6％）減少したことによる。 

営業外収益は 1,253,922 千円で、前年度に比べ 38,164 千円（3.1％）増加している。これ

は主に、他会計補助金が 58,900 千円（30.1％）減少したものの、他会計負担金 604,800 千円

が、前年度に比べ 84,800 千円（16.3％）増加したことによる。 

営業費用は 1,954,715 千円で、前年度に比べ 66,564 千円（3.5％）増加している。これは

主に、流域下水道維持管理負担金が増加したこと等により総係費が 34,033 千円（9.4％）増

加したことによる。 

営業外費用は 289,813 千円で、前年度に比べ 28,610 千円（9.0％）減少している。これは

主に、支払利息及び企業債取扱諸費が 28,436 千円（9.0％）減少したことによる。  

令和元年度 平成30年度 比較増減 増減率

総　収　益 2,251,972 2,222,236 29,736 1.3

経常収益 2,251,972 2,222,236 29,736 1.3

営業収益 998,050 1,006,478 △8,428 △ 0.8

営業外収益 1,253,922 1,215,758 38,164 3.1

特別利益 0 0 0 －

総　費　用 2,244,528 2,221,216 23,312 1.0

経常費用 2,244,528 2,206,574 37,954 1.7

営業費用 1,954,715 1,888,151 66,564 3.5

営業外費用 289,813 318,423 △28,610 △ 9.0

特別損失 0 14,642 △14,642 皆 減

7,444 15,662 △8,218 △ 52.5

7,444 1,020 6,424 629.8

（単位：千円，％）

経常損益（経常収益―経常費用）

純損益（総収益―総費用）

区　　　分
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２ 汚水１㎥当たりの使用料単価及び処理原価は次のとおりである。 

 

 

 

１㎥あたりの使用料単価は 102 円 69 銭で、処理原価は 151 円 58 銭であり、前年度に比べ

使用料単価は 20銭、処理原価は 1円 77 銭増加している。 

この結果、１㎥当たりの処理損益は 48円 89 銭の損失となり、前年度に比べ 1円 57 銭損失

が増加している。 

  

（単位：円）

令和元年度 平成30年度 比較増減

Ａ 102.69 102.49 0.20

Ｂ 151.58 149.81 1.77

維 持 管 理 費 84.53 78.37 6.16

資 本 費 67.05 71.44 △ 4.39

Ａ－Ｂ △ 48.89 △ 47.32 △ 1.57

『参考』　平成30年度　全国平均
　　　　　使用料単価139円15銭、　処理原価132円73銭、　処理益6円42銭

使 用 料 単 価

処 理 原 価

処 理 損 益

区　　分

使用料単価 ＝
下水道使用料

処理原価 ＝
（維持管理費+資本費）- 公費負担分 

有収処理水量 有収処理水量
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３ 財政状態を示す貸借対照表は次のとおりである。 

 
（1）資産 

資産は 33,378,590 千円で、前年度に比べ 281,842 千円（0.8％）減少している。 

固定資産は 33,054,028 千円で、前年度に比べ 185,713 千円（0.6％）減少している。 

有形固定資産は、当年度増加額は 967,073 千円、減少額は 60,114 千円で、年度末現在高は

32,612,447 千円となり、当年度減価償却累計額 2,039,044 千円を差し引いた年度末償却未済高

は 30,573,403 千円となった。 

流動資産は 324,562 千円で、前年度に比べ 96,129 千円（22.9％）減少している。これは主

に、現金預金が前年度に比べ 122,886 千円（44.5％）減少したことによる。 

令和元年度 平成30年度 比較増減 増減率

資　　産 33,378,590 33,660,432 △ 281,842 △ 0.8

33,054,028 33,239,741 △ 185,713 △ 0.6

有形固定資産 30,573,403 30,691,625 △ 118,222 △ 0.4

無形固定資産 2,480,625 2,548,116 △ 67,491 △ 2.6

324,562 420,691 △ 96,129 △ 22.9

現金預金 153,120 276,006 △ 122,886 △ 44.5

未収金 171,422 144,665 26,757 18.5

その他流動資産 20 20 0 0.0

33,378,590 33,660,432 △281,842 △ 0.8

31,879,878 32,347,164 △467,286 △ 1.4

固定負債 16,256,553 16,618,961 △362,408 △ 2.2

企業債 16,254,735 16,618,961 △364,226 △ 2.2

リース債務 1,818 0 1,818 皆 増

流動負債 1,601,719 1,654,152 △52,433 △ 3.2

企業債 1,362,626 1,335,087 27,539 2.1

リース債務 436 0 436 皆 増

未払金 226,029 306,852 △80,823 △ 26.3

引当金 11,376 12,176 △800 △ 6.6

その他流動負債 1,252 37 1,215 3,283.8

繰延収益 14,021,606 14,074,051 △52,445 △ 0.4

長期前受金 14,021,606 14,074,051 △52,445 △ 0.4

1,498,712 1,313,268 185,444 14.1

資 本 金 937,413 759,413 178,000 23.4

資本金 937,413 759,413 178,000 23.4

剰 余 金 561,299 553,855 7,444 1.3

資本剰余金 552,835 552,835 0 0.0

利益剰余金 8,464 1,020 7,444 729.8

（単位：千円，％）

科　　目

負　　債

資　　本

負債及び資本

流動資産

固定資産
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（2）負債及び資本 

本年度末の負債は 31,879,878 千円で、前年度に比べ 467,286 千円（1.4％）減少している。 

固定負債は 16,256,553 千円で、前年度に比べ 362,408 千円（2.2％）減少している。これは

本年度リース債務 1,818 千円が皆増したものの、企業債が 364,226 千円減少したためである。 

流動負債は 1,601,719 千円で、前年度に比べ 52,433 千円（3.2％）減少している。これは主

に 1年以内に償還期限の到来する企業債が 27,539 千円（2.1％）増加したものの、未払金が

80,823 千円（26.3％）減少したためである。未払金については令和 2年 5月末日までに

203,601 千円が支払済となっていた。残額の流域下水道維持管理負担金（超過水量分）22,428

千円は 10月に支払い予定である。 

繰延収益は 14,021,606 千円で、前年度に比べ 52,445 千円（0.4％）減少している。これは

主に固定資産の取得に充てた国庫補助金等が当該固定資産の減価償却に伴い、収益化された

ためである。 

資本は 1,498,712 千円で、前年度に比べ 185,444 千円（14.1％）増加している。これは主

に一般会計から地方公営企業法第 17 条の２の規定に基づいた出資を受け、繰入資本金が

178,000 千円増加したためである。 

剰余金は 561,299 千円で、前年度に比べ 7,444 千円（1.3％）増加している。これは利益剰

余金が増加したためである。 

 

（3）経営分析の主な指標は、「別表第５ 経営分析表」のとおりである。 
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４ 資金の増減は、次のとおりである。（キャッシュ・フロー計算書） 

 

 

業務活動により増加した資金は 527,390 千円、投資活動により減少した資金は 491,410 千円

で、財務活動により減少した資金は 158,866 千円となっている。 

これにより、下水道事業会計の資金は前年度に比べ 122,886 千円の減少となり、資金期末残

高は 153,120 千円となっている。  

令和元年度 平成30年度 比較増減

(通常の業務活動の実施による資金の増減)

(将来に向けた運営基盤の確立のために行わ
 れる投資活動による資金の増減)

(資金の調達及び返済による資金の増減)

276,006 0 276,006

153,120 276,006 △ 122,886

△ 398,892
（A)+（B)+（C)

資金期首残高（E)

資金期末残高（D)+（E)

本年度資金増減額（D)
△ 122,886 276,006

△ 365,647 △ 125,763

財務活動によるキャッシュ・フロー（C)
△ 158,866 △ 272,243 113,377

投資活動によるキャッシュ・フロー（B)
△ 491,410

（単位：千円）

区　　　分

業務活動によるキャッシュ・フロー（A)
527,390 913,896 △ 386,506
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５ 一般会計からの繰入状況は、次のとおりである。 

 

本年度の一般会計からの繰入総額は 919,300 千円となり、前年度に比べ 68,500 千円

（8.1％）増加している。 

収益的収入の繰入は 741,300 千円で、前年度に比べ 25,900 千円（3.6％）増加している。 

資本的収入の繰入は 178,000 千円で、前年度に比べ 42,600 千円（31.5％）増加している。 

収益的収入への繰入で最も多いのは、他会計負担金の分流式下水道等に要する経費 542,744

千円で、前年度に比べ 88,174 千円（19.4％）増加している。また、他会計補助金 136,500 千

円は、前年度に比べ 58,900 千円（30.1％）減少している。 

資本的収入への繰入で最も多いのは、他会計出資金の下水道事業債（特別措置分）の償還

に要する経費 114,100 千円で、前年度に比べ 42,943 千円（60.3％）増加している。 

公営企業は、その事業経営において独立採算制が原則となっているが、一部の一般行政的

な性格を持つ事業などについては、料金収入によってその経費を賄うことが適当でないこと

から、一般会計において負担することとされている。 

下水道事業に係る繰出基準については、「平成 31年度の地方公営企業繰出金について」（平

成 31 年 4月 1 日付総財公第 32 号総務副大臣通知）により定められている。 

 

 

 

 

 

（単位：千円，％）

令和元年度 平成30年度 比較増減 増減率

収益的収入 741,300 715,400 25,900 3.6
営業外収益 741,300 715,400 25,900 3.6

他会計負担金 604,800 520,000 84,800 16.3
分流式下水道等に要する経費 542,744 454,570 88,174 19.4
下水道に排除される下水の規制に関する事務に要する経費 9,672 9,096 576 6.3
水洗便所に係る改造命令等に関する事務に要する経費 4,317 4,281 36 0.8
不明水の処理に要する経費 4,664 5,964 △ 1,300 △ 21.8
流域下水道の建設に要する経費 8,252 8,738 △ 486 △ 5.6
下水道事業債（特例措置分）の償還に要する経費 4,177 5,880 △ 1,703 △ 29.0
下水道事業債（特別措置分）の償還に要する経費 10,461 11,562 △ 1,101 △ 9.5
地方公営企業法の適用に要する経費 118 129 △ 11 △ 8.5
地方公営企業職員に係る児童手当に要する経費 260 380 △ 120 △ 31.6
一般会計兼務職員人件費負担金 20,135 19,400 735 3.8

他会計補助金 136,500 195,400 △ 58,900 △ 30.1
経営助成補助金 136,500 195,400 △ 58,900 △ 30.1

資本的収入 178,000 135,400 42,600 31.5
出資金 178,000 135,400 42,600 31.5

他会計出資金 178,000 135,400 42,600 31.5
流域下水道の建設に要する経費 29,198 27,602 1,596 5.8
下水道事業債（特例措置分）の償還に要する経費 29,832 31,671 △ 1,839 △ 5.8
下水道事業債（特別措置分）の償還に要する経費 114,100 71,157 42,943 60.3
地方公営企業法の適用に要する経費 4,190 4,190 0 0.0
地方公営企業職員に係る児童手当に要する経費 680 780 △ 100 △ 12.8

919,300 850,800 68,500 8.1

区　　　　分

合　　　計
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第４ むすび 

令和元年度下水道事業会計の経営状況は、収益面では、人口の減少に伴う水需要の減少

等のため事業収入の根幹である下水道使用料が減少したこと等により営業収益が前年度と

比べ 0.8％減少したものの、営業外収益が前年度と比べ 3.1％増加したことにより、総収益

は前年度と比べ 1.3％増の 2,251,972 千円となった。 

一方、費用面では、流域下水道維持管理負担金が増加したこと等の影響から、総費用は

前年度と比べ 1.0％増の 2,244,528 千円となった。この結果、令和元年度は 7,444 千円の

純利益となっており、前年度と比べ 6,424 千円増加している。 

また、資本的支出では、重要な管や施設の耐震化・老朽化対策、浸水対策等を推進する

ための投資である建設改良費の予算額 918,178 千円に対して決算額は 775,269 千円で、執

行率は 84.4％となっていて、5 件の工事等に係る 73,670 千円を令和 2 年度に繰り越して

いる。 

以上のように令和元年度下水道事業会計の経営については、表面上は安定的な経営が続

いていると見ることができるが、営業収支比率が 51.1％であったように、企業の主たる営

業活動を示す営業損益は大幅な赤字となっており、その赤字を国庫補助金等を順次収益化

する長期前受金戻入や繰出基準に基づく一般会計からの負担金等の営業外収益によって賄

い、結果として純利益が計上される構造となっている。下水道事業は独立採算を前提とし

つつも多額の投資を一時的に必要とする事業であることや雨水処理など下水道使用料だけ

でその経費を賄うことは困難な事業であることからすると、やむを得ないものと考えるこ

ともできるが、人口減少等により下水道使用料の大幅な増収が見込めない中においては、

公費負担が今後も年々増大してゆくことが危惧される。 

また、汚水 1㎥当たりの使用料単価から処理原価を引いた処理損益が 48円 89 銭の赤字

となっていること、前年度のそれの 47 円 32 銭と比べてもさらに悪化していることなどか

らしても、将来の下水道事業の経営に警鐘を鳴らす状況にあるものと考えられる。 

平成 30 年度より地方公営企業法の適用を受け公営企業会計に移行した本市の下水道事

業会計においては、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営の

基本計画として、令和 2年 3月に三島市下水道事業経営戦略を策定し、この中において今

後 10 年間の運営計画を示している。 
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この経営戦略においても示されているように、現状のままでは収支ギャップによる赤字

は年々増大する一方であり、その解消のためには使用料の改定が必要不可欠なものとなっ

ている。使用料の改定に向けた取り組みに早急に着手し、適正な使用料収入の確保に努め

られたい。 

また、これと並行して、スケールメリットを生かした事業運営を図ることを目的に汚水

処理の広域化・共同化を図ることなど、より効率的な経営手法を模索する取り組みにも努

められるよう望むものである。 
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1
,6

0
0

1
0
4
.1

  
  

(1
)管

路
施

設
管

理
費

（
単

独
）

5
9
,4

0
3
,0

0
0

5
6
,4

3
4
,9

9
7

9
5
.0

2
.4

5
1
,7

8
4
,5

4
3

2
.3

4
,6

5
0
,4

5
4

1
0
9
.0

  
  

(2
)管

路
施

設
管

理
費

（
流

域
）

4
2
,5

3
2
,6

5
8

3
8
,8

9
0
,1

6
3

9
1
.4

1
.7

3
5
,3

6
9
,9

6
0

1
.6

3
,5

2
0
,2

0
3

1
1
0
.0

  
  

(3
)ポ

ン
プ

場
施

設
管

理
費

3
3
,7

7
3
,6

3
5

3
1
,8

4
9
,4

2
1

9
4
.3

1
.4

3
3
,1

4
9
,0

4
0

1
.5

△
1
,2

9
9
,6

1
9

9
6
.1

  
  

(4
)処

理
場

施
設

管
理

費
3
3
1
,0

0
6
,4

7
1

3
2
4
,6

4
2
,9

6
3

9
8
.1

1
4
.0

3
1
7
,3

0
7
,0

7
7

1
3
.9

7
,3

3
5
,8

8
6

1
0
2
.3

  
  

(5
)総

係
費

4
3
6
,4

6
0
,2

8
6

4
3
2
,6

4
4
,6

1
0

9
9
.1

1
8
.7

3
8
9
,4

4
0
,7

4
9

1
7
.1

4
3
,2

0
3
,8

6
1

1
1
1
.1

  
  

(6
)減

価
償

却
費

1
,1

2
2
,4

0
0
,0

0
0

1
,1

1
6
,2

2
8
,7

5
9

9
9
.5

4
8
.3

1
,1

0
3
,0

6
8
,3

8
5

4
8
.4

1
3
,1

6
0
,3

7
4

1
0
1
.2

  
  

(7
)資

産
減

耗
費

2
1
,9

5
0

2
2
,7

3
7
,6

6
0

1
0
3
,5

8
8
.4

1
.0

1
3
,1

5
7
,2

1
9

0
.6

9
,5

8
0
,4

4
1

1
7
2
.8

　
２
　

営
業

外
費

用
2
9
5
,3

7
4
,0

0
0

2
8
9
,2

9
3
,2

6
6

9
7
.9

1
2
.5

3
1
9
,8

3
4
,4

5
9

1
4
.0

△
3
0
,5

4
1
,1

9
3

9
0
.5

  
  

(1
)支

払
利

息
及

び
企

業
債

取
扱

諸
費

2
9
4
,4

7
4
,0

0
0

2
8
8
,7

2
2
,7

3
6

9
8
.0

1
2
.5

3
1
7
,1

5
8
,3

2
9

1
3
.9

△
2
8
,4

3
5
,5

9
3

9
1
.0

  
  

(2
)雑

支
出

9
0
0
,0

0
0

5
7
0
,5

3
0

6
3
.4

0
.0

6
1
9
,6

3
0

0
.0

△
4
9
,1

0
0

9
2
.1

  
  

(3
)消

費
税

及
び

地
方

消
費

税
0

0
-

0
.0

2
,0

5
6
,5

0
0

0
.1

△
2
,0

5
6
,5

0
0

皆
 減

　
３
 特

別
損

失
0

0
-

0
.0

1
4
,6

6
7
,2

7
0

0
.6

△
1
4
,6

6
7
,2

7
0

皆
 減

  
  

(1
)そ

の
他

特
別

損
失

0
0

-
0
.0

1
4
,6

6
7
,2

7
0

0
.6

△
1
4
,6

6
7
,2

7
0

皆
 減

　
４
　

予
備

費
1
0
0
,0

0
0

0
0
.0

0
.0

0
0
.0

0
-

　
 平

 成
 3

0
 年

 度
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 別
表

第
２

令
和

元
年

度
下

水
道

事
業

会
計

比
較

損
益

計
算

書
（
 消

費
税

抜
 ）

（
単

位
：
円

，
％

）

比
 較

 増
 減

前
年

度
比

 較
 増

 減
前

年
度

金
 額

 Ａ
構

成
比

金
 額

 B
構

成
比

Ａ
　

－
  

Ｂ
伸

 率
金

 額
 Ａ

構
成

比
金

 額
 B

構
成

比
Ａ

　
－

  
Ｂ

伸
 率

下
水

道
事

業
費

用
2
,2

4
4
,5

2
8
,4

7
5

1
0
0
.0

2
,2

2
1
,2

1
5
,6

7
0

1
0
0
.0

2
3
,3

1
2
,8

0
5

1
0
1
.0

下
水

道
事

業
収

益
2
,2

5
1
,9

7
2
,4

7
5

1
0
0
.0

2
,2

2
2
,2

3
5
,4

3
1

1
0
0
.0

2
9
,7

3
7
,0

4
4

1
0
1
.3

  
営

業
費

用
1
,9

5
4
,7

1
5
,5

9
5

8
7
.0

1
,8

8
8
,1

5
1
,2

7
4

8
5
.0

6
6
,5

6
4
,3

2
1

1
0
3
.5

  
営

業
収

益
9
9
8
,0

4
9
,6

8
3

4
4
.3

1
,0

0
6
,4

7
7
,7

0
5

4
5
.3

△
8
,4

2
8
,0

2
2

9
9
.2

  
  

管
路

施
設

管
理

費
（
単

独
）

5
2
,8

8
9
,4

0
9

2
.4

4
8
,9

7
3
,7

6
0

2
.2

3
,9

1
5
,6

4
9

1
0
8
.0

　
　

下
水

道
使

用
料

9
9
8
,0

0
4
,6

8
3

4
4
.3

1
,0

0
3
,9

2
9
,4

2
5

4
5
.2

△
5
,9

2
4
,7

4
2

9
9
.4

  
  

管
路

施
設

管
理

費
（
流

域
）

3
6
,3

2
6
,9

5
3

1
.6

3
3
,3

2
5
,5

6
1

1
.5

3
,0

0
1
,3

9
2

1
0
9
.0

　
　

そ
の

他
営

業
収

益
4
5
,0

0
0

0
.0

1
,0

1
0
,6

5
0

0
.0

△
9
6
5
,6

5
0

4
.5

  
  

ポ
ン

プ
場

施
設

管
理

費
2
9
,9

7
1
,6

9
4

1
.3

3
1
,3

2
7
,0

3
5

1
.4

△
1
,3

5
5
,3

4
1

9
5
.7

　
　

受
託

工
事

収
益

0
0
.0

1
,5

3
7
,6

3
0

0
.1

△
1
,5

3
7
,6

3
0

皆
 減

  
  

処
理

場
施

設
管

理
費

2
9
8
,8

1
4
,2

1
1

1
3
.3

2
9
4
,5

8
4
,2

5
7

1
3
.3

4
,2

2
9
,9

5
4

1
0
1
.4

  
営

業
外

収
益

1
,2

5
3
,9

2
2
,7

9
2

5
5
.7

1
,2

1
5
,7

5
7
,7

2
6

5
4
.7

3
8
,1

6
5
,0

6
6

1
0
3
.1

  
  

総
係

費
3
9
7
,7

4
8
,5

0
9

1
7
.7

3
6
3
,7

1
5
,0

5
7

1
6
.4

3
4
,0

3
3
,4

5
2

1
0
9
.4

  
  

受
取

利
息

及
び

配
当

金
0

0
.0

0
0
.0

0
-

  
  

減
価

償
却

費
1
,1

1
6
,2

2
8
,7

5
9

4
9
.7

1
,1

0
3
,0

6
8
,3

8
5

4
9
.6

1
3
,1

6
0
,3

7
4

1
0
1
.2

  
  

他
会

計
負

担
金

6
0
4
,8

0
0
,0

0
0

2
6
.8

5
2
0
,0

0
0
,0

0
0

2
3
.4

8
4
,8

0
0
,0

0
0

1
1
6
.3

  
  

資
産

減
耗

費
2
2
,7

3
6
,0

6
0

1
.0

1
3
,1

5
7
,2

1
9

0
.6

9
,5

7
8
,8

4
1

1
7
2
.8

　
　

他
会

計
補

助
金

1
3
6
,5

0
0
,0

0
0

6
.1

1
9
5
,4

0
0
,0

0
0

8
.8

△
5
8
,9

0
0
,0

0
0

6
9
.9

  
営

業
外

費
用

2
8
9
,8

1
2
,8

8
0

1
3
.0

3
1
8
,4

2
2
,6

2
6

1
4
.3

△
2
8
,6

0
9
,7

4
6

9
1
.0

　
　

長
期

前
受

金
戻

入
5
1
2
,5

3
3
,4

6
5

2
2
.8

5
0
0
,3

1
0
,9

4
9

2
2
.5

1
2
,2

2
2
,5

1
6

1
0
2
.4

  
  

支
払

利
息

及
び

企
業

債
　

　
取

扱
諸

費
2
8
8
,7

2
2
,7

3
6

1
2
.9

3
1
7
,1

5
8
,3

2
9

1
4
.2

△
2
8
,4

3
5
,5

9
3

9
1
.0

  
  

雑
収

益
8
9
,3

2
7

0
.0

4
6
,7

7
7

0
.0

4
2
,5

5
0

1
9
1
.0

  
  

雑
支

出
1
,0

9
0
,1

4
4

0
.1

1
,2

6
4
,2

9
7

0
.1

△
1
7
4
,1

5
3

8
6
.2

　
特

別
損

失
0

0
.0

1
4
,6

4
1
,7

7
0

0
.7

△
1
4
,6

4
1
,7

7
0

皆
 減

　
　

そ
の

他
特

別
損

失
0

0
.0

1
4
,6

4
1
,7

7
0

0
.7

△
1
4
,6

4
1
,7

7
0

皆
 減

当
年

度
純

利
益

7
,4

4
4
,0

0
0

1
,0

1
9
,7

6
1

6
,4

2
4
,2

3
9

7
3
0
.0

合
  

  
  

計
2
,2

5
1
,9

7
2
,4

7
5

2
,2

2
2
,2

3
5
,4

3
1

2
9
,7

3
7
,0

4
4

1
0
1
.3

合
  

  
  

計
2
,2

5
1
,9

7
2
,4

7
5

2
,2

2
2
,2

3
5
,4

3
1

2
9
,7

3
7
,0

4
4

1
0
1
.3

令
　

和
　

元
　

年
 度

平
 成

 3
0
 年

 度
科

  
  

 目
科

  
  

 目
令

　
和

　
元

　
年

 度
平

 成
 3

0
 年

 度
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別
表

第
３

令
和

元
年

度
下

水
道

事
業

会
計

予
算

決
算

対
照

表
（
 消

費
税

込
 ）

（
資

本
的

収
支

の
部

）
（
単

位
：
円

，
％

）

科
  

目
令

　
和

　
元

　
年

 度
　

前
年

度
決

算
対

比

款
 項

 目
予

  
算

  
額

決
  

算
  

額
執

行
率

構
成

比
決

  
算

  
額

構
成

比
比

 較
 増

 減
伸

 率

資
本

的
収

入
1
,5

7
1
,2

6
6
,0

0
0

1
,4

2
5
,1

7
5
,5

2
0

9
0
.7

1
0
0
.0

1
,1

7
8
,1

1
6
,0

7
0

1
0
0
.0

2
4
7
,0

5
9
,4

5
0

1
2
1
.0

　
１
　

企
業

債
1
,1

3
3
,4

0
0
,0

0
0

9
9
8
,4

0
0
,0

0
0

8
8
.1

7
0
.0

8
8
5
,5

0
0
,0

0
0

7
5
.2

1
1
2
,9

0
0
,0

0
0

1
1
2
.7

  
  

(1
)企

業
債

1
,1

3
3
,4

0
0
,0

0
0

9
9
8
,4

0
0
,0

0
0

8
8
.1

7
0
.0

8
8
5
,5

0
0
,0

0
0

7
5
.2

1
1
2
,9

0
0
,0

0
0

1
1
2
.7

　
２
　

出
資

金
1
7
8
,0

0
0
,0

0
0

1
7
8
,0

0
0
,0

0
0

1
0
0
.0

1
2
.5

1
3
5
,4

0
0
,0

0
0

1
1
.5

4
2
,6

0
0
,0

0
0

1
3
1
.5

  
  

(1
)他

会
計

出
資

金
1
7
8
,0

0
0
,0

0
0

1
7
8
,0

0
0
,0

0
0

1
0
0
.0

1
2
.5

1
3
5
,4

0
0
,0

0
0

1
1
.5

4
2
,6

0
0
,0

0
0

1
3
1
.5

　
３
　

国
庫

支
出

金
2
5
2
,0

6
9
,0

0
0

2
3
9
,1

6
9
,0

0
0

9
4
.9

1
6
.8

1
4
1
,4

6
0
,0

0
0

1
2
.0

9
7
,7

0
9
,0

0
0

1
6
9
.1

  
  

(1
)国

庫
補

助
金

2
5
2
,0

6
9
,0

0
0

2
3
9
,1

6
9
,0

0
0

9
4
.9

1
6
.8

1
4
1
,4

6
0
,0

0
0

1
2
.0

9
7
,7

0
9
,0

0
0

1
6
9
.1

　
４
　

分
担

金
及

び
負

担
金

7
,7

9
5
,0

0
0

9
,6

0
6
,5

2
0

1
2
3
.2

0
.7

1
5
,7

5
6
,0

7
0

1
.3

△
6
,1

4
9
,5

5
0

6
1
.0

  
  

(1
)分

担
金

及
び

負
担

金
7
,7

9
5
,0

0
0

9
,6

0
6
,5

2
0

1
2
3
.2

0
.7

1
5
,7

5
6
,0

7
0

1
.3

△
6
,1

4
9
,5

5
0

6
1
.0

　
５
　

固
定

資
産

売
却

代
金

1
,0

0
0

0
0
.0

0
.0

0
0
.0

0
-

  
  

(1
)固

定
資

産
売

却
代

金
1
,0

0
0

0
0
.0

0
.0

0
0
.0

0
-

　
6
　

寄
附

金
1
,0

0
0

0
0
.0

0
.0

0
0
.0

0
-

  
  

(1
)工

事
寄

附
金

1
,0

0
0

0
0
.0

0
.0

0
0
.0

0
-

資
本

的
支

出
2
,2

5
3
,2

6
5
,0

0
0

2
,1

1
0
,3

5
6
,0

4
2

9
3
.7

1
0
0
.0

1
,8

3
9
,7

5
7
,1

0
9

1
0
0
.0

2
7
0
,5

9
8
,9

3
3

1
1
4
.7

　
１
　

建
設

改
良

費
9
1
8
,1

7
8
,0

0
0

7
7
5
,2

6
9
,2

0
5

8
4
.4

3
6
.7

5
4
6
,6

1
3
,5

8
6

2
9
.7

2
2
8
,6

5
5
,6

1
9

1
4
1
.8

  
  

(1
)管

路
施

設
工

事
費

（
単

独
）

3
1
3
,9

4
5
,0

0
0

2
4
8
,4

0
6
,2

9
0

7
9
.1

1
1
.8

1
6
9
,0

0
6
,8

2
5

9
.2

7
9
,3

9
9
,4

6
5

1
4
7
.0

  
  

(2
)管

路
施

設
工

事
費

（
流

域
）

1
6
7
,4

7
6
,0

0
0

1
2
1
,2

8
6
,0

1
9

7
2
.4

5
.7

1
1
2
,3

9
7
,9

3
8

6
.1

8
,8

8
8
,0

8
1

1
0
7
.9

  
  

(3
)管

路
施

設
工

事
費

（
特

環
）

3
1
5
,6

0
8
,0

0
0

2
9
4
,9

2
1
,5

3
2

9
3
.4

1
4
.0

8
5
,4

3
8
,0

8
6

4
.6

2
0
9
,4

8
3
,4

4
6

3
4
5
.2

  
  

(4
)ポ

ン
プ

場
施

設
工

事
費

1
9
,0

3
4
,0

0
0

1
7
,9

3
1
,4

0
5

9
4
.2

0
.8

9
3
,3

9
8
,1

5
5

5
.1

△
7
5
,4

6
6
,7

5
0

1
9
.2

  
  

(5
)処

理
場

施
設

工
事

費
5
9
,6

9
3
,0

0
0

5
2
,8

6
8
,0

3
4

8
8
.6

2
.5

7
1
,2

0
2
,5

0
5

3
.9

△
1
8
,3

3
4
,4

7
1

7
4
.3

  
　

 (
6
)受

益
者

分
担

金
及

び
受

益
者

負
担

金
　

　
　

徴
収

事
務

費
6
,3

2
1
,0

0
0

5
,6

8
7
,0

0
1

9
0
.0

0
.3

8
,7

7
0
,0

3
2

0
.5

△
3
,0

8
3
,0

3
1

6
4
.8

  
  

(7
)流

域
下

水
道

県
事

業
負

担
金

2
5
,9

4
3
,0

0
0

2
4
,0

3
5
,9

5
5

9
2
.6

1
.1

6
,4

0
0
,0

4
5

0
.3

1
7
,6

3
5
,9

1
0

3
7
5
.6

  
  

(8
)営

業
設

備
費

9
,9

7
4
,2

7
3

9
,9

5
3
,6

7
3

9
9
.8

0
.5

0
0
.0

9
,9

5
3
,6

7
3

皆
 増

  
  

(9
)リ

ー
ス

債
務

支
払

額
1
8
3
,7

2
7

1
7
9
,2

9
6

9
7
.6

0
.0

0
0
.0

1
7
9
,2

9
6

皆
 増

　
２
　

企
業

債
償

還
金

1
,3

3
5
,0

8
7
,0

0
0

1
,3

3
5
,0

8
6
,8

3
7

9
9
.9

6
3
.3

1
,2

9
3
,1

4
3
,5

2
3

7
0
.3

4
1
,9

4
3
,3

1
4

1
0
3
.2

　
  

(1
)企

業
債

償
還

金
1
,3

3
5
,0

8
7
,0

0
0

1
,3

3
5
,0

8
6
,8

3
7

9
9
.9

6
3
.3

1
,2

9
3
,1

4
3
,5

2
3

7
0
.3

4
1
,9

4
3
,3

1
4

1
0
3
.2

平
 成

 3
0
 年

 度
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別
表

第
４

 令
和

元
年

度
下

水
道

事
業

会
計

比
較

貸
借

対
照

表
（
 消

費
税

抜
 ）

（
単

位
：
円

，
％

）

比
 較

 増
 減

前
年

度
比

 較
 増

 減
前

年
度

　
金

  
額

　
　

Ａ
構

成
比

　
金

  
額

　
　

B
構

成
比

Ａ
　

－
  

Ｂ
伸

 率
　

金
  

額
　

　
Ａ

構
成

比
　

金
  

額
　

　
B

構
成

比
Ａ

　
－

  
Ｂ

伸
 率

資
  

産
3
3
,3

7
8
,5

9
0
,2

2
5

1
0
0
.0

3
3
,6

6
0
,4

3
2
,2

9
4

1
0
0
.0

△
2
8
1
,8

4
2
,0

6
9

9
9
.2

負
  

債
3
1
,8

7
9
,8

7
7
,8

3
9

9
5
.5

3
2
,3

4
7
,1

6
3
,9

0
8

9
6
.1

△
4
6
7
,2

8
6
,0

6
9

9
8
.6

１
固

定
資

産
3
3
,0

5
4
,0

2
8
,6

8
9

9
9
.0

3
3
,2

3
9
,7

4
1
,1

5
4

9
8
.8

△
1
8
5
,7

1
2
,4

6
5

9
9
.4

１
固

定
負

債
1
6
,2

5
6
,5

5
2
,9

9
2

4
8
.7

1
6
,6

1
8
,9

6
1
,0

3
8

4
9
.4

△
3
6
2
,4

0
8
,0

4
6

9
7
.8

 (
1
)有

形
固

定
資

産
3
0
,5

7
3
,4

0
3
,7

1
3

9
1
.6

3
0
,6

9
1
,6

2
5
,5

4
9

9
1
.2

△
1
1
8
,2

2
1
,8

3
6

9
9
.6

 (
1
)企

業
債

1
6
,2

5
4
,7

3
5
,1

0
4

4
8
.7

1
6
,6

1
8
,9

6
1
,0

3
8

4
9
.4

△
3
6
4
,2

2
5
,9

3
4

9
7
.8

 (
2
)無

形
固

定
資

産
2
,4

8
0
,6

2
4
,9

7
6

7
.4

2
,5

4
8
,1

1
5
,6

0
5

7
.6

△
6
7
,4

9
0
,6

2
9

9
7
.4

 (
2
)リ

ー
ス

債
務

1
,8

1
7
,8

8
8

0
.0

0
0
.0

1
,8

1
7
,8

8
8

皆
 増

２
流

動
資

産
3
2
4
,5

6
1
,5

3
6

1
.0

4
2
0
,6

9
1
,1

4
0

1
.2

△
9
6
,1

2
9
,6

0
4

7
7
.1

２
流

動
負

債
1
,6

0
1
,7

1
8
,6

8
0

4
.8

1
,6

5
4
,1

5
1
,4

7
0

4
.9

△
5
2
,4

3
2
,7

9
0

9
6
.8

 (
1
)現

金
預

金
1
5
3
,1

1
9
,6

7
7

0
.5

2
7
6
,0

0
6
,0

3
0

0
.8

△
1
2
2
,8

8
6
,3

5
3

5
5
.5

 (
1
)企

業
債

1
,3

6
2
,6

2
5
,9

3
4

4
.1

1
,3

3
5
,0

8
6
,8

3
7

4
.0

2
7
,5

3
9
,0

9
7

1
0
2
.1

 (
2
)未

収
金

1
7
1
,4

2
1
,8

5
9

0
.5

1
4
4
,6

6
5
,1

1
0

0
.4

2
6
,7

5
6
,7

4
9

1
1
8
.5

 (
2
)リ

ー
ス

債
務

4
3
5
,5

1
6

0
.0

0
0
.0

4
3
5
,5

1
6

皆
 増

 (
3
)そ

の
他

流
動

資
産

2
0
,0

0
0

0
.0

2
0
,0

0
0

0
.0

0
1
0
0
.0

 (
3
)未

払
金

2
2
6
,0

2
9
,2

3
0

0
.7

3
0
6
,8

5
1
,4

6
3

0
.9

△
8
0
,8

2
2
,2

3
3

7
3
.7

 (
4
)引

当
金

1
1
,3

7
6
,0

0
0

0
.0

1
2
,1

7
6
,0

0
0

0
.0

△
8
0
0
,0

0
0

9
3
.4

 (
5
)そ

の
他

流
動

負
債

1
,2

5
2
,0

0
0

0
.0

3
7
,1

7
0

0
.0

1
,2

1
4
,8

3
0

3
,3

6
8
.3

３
繰

延
収

益
1
4
,0

2
1
,6

0
6
,1

6
7

4
2
.0

1
4
,0

7
4
,0

5
1
,4

0
0

4
1
.8

△
5
2
,4

4
5
,2

3
3

9
9
.6

 (
1
)長

期
前

受
金

1
4
,0

2
1
,6

0
6
,1

6
7

4
2
.0

1
4
,0

7
4
,0

5
1
,4

0
0

4
1
.8

△
5
2
,4

4
5
,2

3
3

9
9
.6

資
  

本
1
,4

9
8
,7

1
2
,3

8
6

4
.5

1
,3

1
3
,2

6
8
,3

8
6

3
.9

1
8
5
,4

4
4
,0

0
0

1
1
4
.1

１
資

本
金

9
3
7
,4

1
3
,2

9
1

2
.8

7
5
9
,4

1
3
,2

9
1

2
.3

1
7
8
,0

0
0
,0

0
0

1
2
3
.4

 (
1
)資

本
金

9
3
7
,4

1
3
,2

9
1

2
.8

7
5
9
,4

1
3
,2

9
1

2
.3

1
7
8
,0

0
0
,0

0
0

1
2
3
.4

２
剰

余
金

5
6
1
,2

9
9
,0

9
5

1
.7

5
5
3
,8

5
5
,0

9
5

1
.6

7
,4

4
4
,0

0
0

1
0
1
.3

 (
1
)資

本
剰

余
金

5
5
2
,8

3
5
,3

3
4

1
.7

5
5
2
,8

3
5
,3

3
4

1
.6

0
1
0
0
.0

 (
2
)利

益
剰

余
金

8
,4

6
3
,7

6
1

0
.0

1
,0

1
9
,7

6
1

0
.0

7
,4

4
4
,0

0
0

8
3
0
.0

  
合

  
  

  
  

計
3
3
,3

7
8
,5

9
0
,2

2
5

1
0
0
.0

3
3
,6

6
0
,4

3
2
,2

9
4

1
0
0
.0

△
2
8
1
,8

4
2
,0

6
9

9
9
.2

 合
  

  
  

  
計

3
3
,3

7
8
,5

9
0
,2

2
5

1
0
0
.0

3
3
,6

6
0
,4

3
2
,2

9
4

1
0
0
.0

△
5
1
9
,7

3
1
,3

0
2

9
9
.2

科
  

  
 目

令
　

和
　

元
　

年
 度

平
 成

 3
0
 年

 度
科

  
  

 目
令

　
和

　
元

　
年

 度
平

 成
 3

0
 年

 度
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別
表

第
５

経
  
  
  
 営

  
  
  
 分

  
  
  
 析

  
  
  
 表

下
水

道
事

業

( 
参

  
考

 )
平

成
3
0
 年

 度
説

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

明
平

成
3
0
年

度
令

和
元

年
度

全
国

平
均

(注
)　

算
式

欄
に

お
け

る

総
資

本
回

転
率

回
0
.0

3
0
.0

3
0
.0

4
  

  
用

語
等

は
、

次
の

と
お

り

総
資

本

自
己

資
本

回
転

率
回

0
.0

6
0
.0

6
0
.0

7
  

＝
固

定
負

債
＋

流
動

負
債

　
　

＋
繰

延
収

益

  
  

＋
資

本
金

＋
剰

余
金

固
定

資
産

回
転

率
回

0
.0

3
0
.0

3
0
.0

5

自
己

資
本

  
＝

資
本

金
＋

剰
余

金

流
動

資
産

回
転

率
回

2
.6

4
2
.6

8
1
.3

1
  

＋
繰

延
収

益

固
定

資
産

総
資

産

固
定

資
産

構
成

比
率

×
 1

0
0

％
9
8
.7

5
9
9
.0

3
9
6
.7

5
  

＝
固

定
資

産
＋

流
動

資
産

総
資

産
　

　
＋

繰
延

勘
定

流
動

資
産

流
動

資
産

構
成

比
率

×
 1

0
0

％
1
.2

5
0
.9

7
3
.2

5
総

収
益

総
資

産
  

＝
営

業
収

益
＋

営
業

外
収

益

固
定

負
債

  
＋

特
別

利
益

固
定

負
債

構
成

比
率

×
 1

0
0

％
4
9
.3

7
4
8
.7

0
3
4
.4

1

総
資

本
総

費
用

流
動

負
債

  
＝

営
業

費
用

＋
営

業
外

費
用

流
動

負
債

構
成

比
率

×
 1

0
0

％
4
.9

1
4
.8

0
4
.6

5
  

 ＋
特

別
損

失
総

資
本

自
己

資
本

未
収

金

自
己

資
本

構
成

比
率

×
 1

0
0

％
4
5
.7

2
4
6
.5

0
6
0
.9

4
　

＝
営

業
未

収
金

総
資

本
　

　
＋

営
業

外
未

収
金

固
定

資
産

　
　

＋
そ

の
他

未
収

金
固

定
長

期
適

合
率

×
 1

0
0

％
1
0
3
.8

5
1
0
4
.0

2
1
0
1
.4

7
　

※
貸

倒
引

当
金

は
引

か
な

い
自

己
資

本
＋

固
定

負
債

固
定

資
産

※
固

定
資

産
回

転
率

に
お

い
て

固
定

比
率

×
 1

0
0

％
2
1
6
.0

2
2
1
2
.9

7
1
5
8
.7

7
固

定
資

産
自

己
資

本
  

＝
固

定
資

産
－

建
設

仮
勘

定

単 位
分

 析
 項

 目
算

  
  

  
 式

資 産 ・ 資 本 の 有 効 利 用 等

営
業

収
益

（
受

託
収

益
除

く
）

営
業

収
益

（
受

託
収

益
除

く
）

企
業

に
投

下
さ

れ
運

用
さ

れ
て

い
る

資
本

の
効

率
で

、
高

い
ほ

ど
資

本
が

効
率

的
に

収
益

に
転

換
し

て
い

る
こ

と
を

示
す

。
( 

期
首

総
資

本
＋

期
末

総
資

本
 )

  
÷

 ２

営
業

収
益

（
受

託
収

益
除

く
）

自
己

資
本

の
活

動
能

率
を

示
し

、
高

い
ほ

ど
投

下
自

己
資

本
に

対
し

て
営

業
活

動
が

活
発

な
こ

と
を

示
す

。
( 

期
首

自
己

資
本

＋
期

末
自

己
資

本
 )
  

÷
 ２

営
業

収
益

（
受

託
収

益
除

く
）

固
定

資
産

と
営

業
収

益
の

比
率

で
、

一
般

的
に

高
い

ほ
う
が

望
ま

し
い

。
低

く
な

る
ほ

ど
投

資
効

率
が

低
い

（
過

大
で

あ
る

）
こ

と
を

示
す

。
※

(期
首

固
定

資
産

＋
期

末
固

定
資

産
 )

 ÷
２

企
業

の
経

営
活

動
に

投
じ

ら
れ

る
運

転
資

金
の

利
用

度
で

、
高

い
ほ

ど
効

率
的

に
収

益
に

貢
献

し
て

い
る

こ
と

を
示

す
。

( 
期

首
流

動
資

産
＋

期
末

流
動

資
産

 )
  

÷
 ２

長 期 健 全 性 等

総
資

産
に

対
す

る
固

定
資

産
・
流

動
資

産
の

占
め

る
割

合
で

、
固

定
資

産
構

成
比

率
が

大
で

あ
れ

ば
資

本
が

固
定

化
の

傾
向

に
あ

り
、

流
動

資
産

構
成

比
率

が
大

で
あ

れ
ば

流
動

性
は

良
好

と
な

る
。

な
お

、
こ

の
二

つ
の

比
率

を
加

え
る

と
1
0
0
％

に
な

る
。

総
資

本
に

対
す

る
固

定
負

債
・
流

動
負

債
・
自

己
資

本
の

占
め

る
割

合
で

、
自

己
資

本
構

成
比

率
が

大
で

あ
る

ほ
ど

経
営

の
安

全
性

は
大

き
い

も
の

と
言

え
る

が
、

膨
大

な
設

備
投

資
資

金
の

ほ
と

ん
ど

を
企

業
債

に
依

存
す

る
公

営
企

業
で

は
、

必
然

的
に

低
比

率
と

な
る

。
な

お
、

こ
の

三
つ

の
比

率
を

加
え

る
と

1
0
0
％

と
な

る
。

固
定

資
産

が
長

期
的

に
活

用
可

能
な

資
本

や
負

債
に

よ
っ

て
調

達
さ

れ
て

い
る

割
合

を
表

す
。

1
0
0
％

を
超

え
る

場
合

は
、

短
期

間
に

返
済

の
必

要
な

資
金

も
固

定
資

産
に

投
入

し
て

い
る

こ
と

に
な

る
。

固
定

資
産

が
自

己
資

本
に

占
め

る
割

合
を

表
す

。
1
0
0
％

を
超

え
る

場
合

は
借

入
金

で
設

備
投

資
を

行
っ

て
い

る
こ

と
を

示
し

、
償

還
・
利

息
払

い
の

負
担

が
生

じ
る

。

比
　

　
率
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別
表

第
５

経
  
  
  
 営

  
  
  
 分

  
  
  
 析

  
  
  
 表

下
水

道
事

業

( 
参

  
考

 )
平

成
3
0
 年

 度
説

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

明
平

成
3
0
年

度
令

和
元

年
度

全
国

平
均

流
動

資
産

流
動

比
率

×
 1

0
0

％
2
5
.4

3
2
0
.2

6
6
9
.8

2

流
動

負
債

現
金

預
金

＋
未

収
金

当
座

比
率

×
 1

0
0

％
2
5
.6

2
2
0
.4

6
6
3
.1

9

流
動

負
債

現
金

預
金

現
金

比
率

×
 1

0
0

％
1
6
.6

9
9
.5

6
4
7
.6

4

流
動

負
債

総
収

益
総

収
支

比
率

×
 1

0
0

％
1
0
0
.0

5
1
0
0
.3

3
1
0
7
.4

8

総
費

用

経
常

収
益

経
常

収
支

比
率

×
 1

0
0

％
1
0
0
.7

1
1
0
0
.3

3
1
0
7
.5

4
経

常
費

用

営
業

収
益

（
受

託
収

益
除

く
）

営
業

収
支

比
率

×
 1

0
0

％
5
3
.2

7
5
1
.0

6
7
7
.4

7

営
業

費
用

（
受

託
費

用
除

く
）

当
年

度
純

利
益

総
収

益
利

益
率

×
 1

0
0

％
0
.0

5
0
.3

3
6
.9

6
総

収
益

当
年

度
純

利
益

総
資

本
利

益
率

×
 1

0
0

％
0
.0

0
0
.0

2
0
.4

7
( 
期

首
総

資
本

 ＋
 期

末
総

資
本

 )
  
÷

 ２

当
年

度
純

利
益

自
己

資
本

利
益

率
×

 1
0
0

％
0
.0

1
0
.0

5
0
.7

7
( 

期
首

自
己

資
本

 ＋
 期

末
自

己
資

本
 )

  
÷

 ２

累
積

欠
損

金
累

積
欠

損
金

比
率

×
 1

0
0

％
0
.0

0
0
.0

0
6
.4

5
営

業
収

益
（
受

託
収

益
除

く
）

企
業

債
償

還
元

金

×
 1

0
0

％
1
1
7
.2

3
1
1
9
.6

1
9
3
.8

7

当
年

度
減

価
償

却
額

企
業

債
償

還
元

金

×
 1

0
0

％
1
2
8
.8

1
1
3
3
.7

8
1
1
7
.3

5

下
水

道
使

用
料

収
入

総
収

益
中

繰
入

金
合

計
×

 1
0
0

％
3
2
.2

1
3
3
.0

3
3
1
.9

6
総

費
用

繰 入 金

総
費

用
に

対
す

る
繰

入
金

割
合

総
費

用
に

対
す

る
繰

入
金

の
割

合
で

、
比

率
が

高
い

ほ
ど

料
金

収
入

で
な

く
一

般
会

計
等

他
会

計
か

ら
の

繰
入

金
へ

の
依

存
の

度
合

い
が

高
い

。

比
　

　
率

投
下

し
た

自
己

資
本

の
収

益
力

を
示

す
。

経
営

の
健

全
性

に
関

す
る

指
標

の
一

つ
で

、
健

全
な

企
業

経
営

の
た

め
、

比
率

は
0
で

あ
る

こ
と

が
望

ま
し

い
。

企 業 債 に 関 連 す

る 経 営 状 況

企
業

債
償

還
額

対
減

価
償

却
額

比
率

投
下

資
本

の
回

収
と

再
投

資
と

の
バ

ラ
ン

ス
を

示
し

、
比

率
が

低
い

ほ
ど

償
還

能
力

に
余

裕
が

あ
る

。
1
0
0
％

を
超

え
る

と
再

投
資

を
企

業
債

等
の

外
部

資
金

に
頼

ら
ざ

る
を

得
な

く
な

る
。

企
業

債
償

還
額

対
料

金
収

入
比

率
企

業
債

元
金

償
還

が
、

ど
の

程
度

経
営

（
料

金
収

入
）
の

圧
迫

要
因

に
な

っ
て

い
る

か
を

示
す

た
め

、
比

率
は

低
い

ほ
ど

良
い

。

短 期 的 支 払 能 力

1
年

以
内

に
現

金
化

で
き

る
資

産
と

支
払

わ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
負

債
と

の
比

率
で

あ
る

が
、

流
動

性
の

確
保

に
は

流
動

資
産

が
流

動
負

債
の

2
倍

以
上

あ
る

こ
と

が
望

ま
し

い
の

で
、

理
想

比
率

は
2
0
0
％

以
上

で
あ

る
。

流
動

負
債

に
対

す
る

支
払

手
段

で
あ

る
当

座
資

金
の

保
有

率
を

示
す

。
1
0
0
％

以
上

で
高

い
ほ

う
が

望
ま

し
い

。

流
動

負
債

に
対

す
る

現
金

・
預

金
の

割
合

で
、

即
座

の
支

払
能

力
を

示
す

。

利 益 率 ・ 収 益 性 等

総
収

益
と

総
費

用
の

対
比

で
、

全
体

的
な

損
益

の
バ

ラ
ン

ス
を

示
す

。
1
0
0
％

以
上

で
比

率
が

高
い

ほ
ど

良
い

と
さ

れ
る

。
1
0
0
％

未
満

は
、

総
収

支
で

損
失

が
生

じ
て

い
る

こ
と

に
な

る
。

経
常

費
用

（
営

業
費

用
+
営

業
外

費
用

）
に

対
す

る
経

常
収

益
（
営

業
収

益
+

営
業

外
収

益
）
の

比
率

を
示

し
、

1
0
0
％

未
満

は
経

常
収

支
で

損
失

が
生

じ
て

い
る

こ
と

に
な

る
。

営
業

費
用

に
対

す
る

営
業

収
益

の
比

率
を

示
し

、
1
0
0
％

以
上

で
比

率
が

高
い

ほ
ど

営
業

利
益

率
が

高
い

。
1
0
0
％

未
満

は
、

営
業

収
支

で
損

失
が

生
じ

て
い

る
こ

と
に

な
る

。

当
年

度
総

収
益

に
対

す
る

純
利

益
の

比
率

で
、

高
い

ほ
ど

利
益

率
が

高
い

こ
と

を
示

す
。

経
営

に
お

け
る

総
資

本
の

収
益

性
を

測
る

比
率

で
、

高
い

ほ
ど

総
合

的
な

収
益

性
が

高
い

こ
と

を
示

す
。

単 位
分

 析
 項

 目
算

  
  

  
 式


